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１． はじめに

国土交通省の平成 26年度建設投資額見通しによ
れば建設投資額（実質値：平成 17年度基準）は 2012
（平成 24）年度 42.2兆円（見込み），2013年度 45.4
兆円（見込み），2014年度 45.1兆円（見通し）とそ
れ以前に比べ増加し，その後横ばいになっている。
また，建設投資額（実質値：平成 17年度基準）を
長期にわたってみると図１のとおりであり，2010
年度を底に増加傾向をたどっているようにみえる。

嶋中（2013）は，日本についても「クズネッツ・
サイクル」（「一般に建設投資循環とされることが多
い」としている）の存在を指摘し，日本の名目設備
投資の対名目 GDP比率をもとに日本のクズネッ
ツ・サイクルは 25.5年の周期を持つことを指摘し
ている。さらに今後については，「2010年に大底を
入れたと考えられる日本のクズネッツ・サイクル
（長期循環，建設投資循環）は，鮮明な上昇過程に
入ったとみられます。この背景には，1964年の東
京オリンピックの際に集中的に整備された基幹イン
フラの更新投資の時期が到来し始めていることに加

えて，東日本大震災後における自民・公明両党によ
る大規模災害に備えた「国土強靭化基本法案」（2013
年 5月 20日提出）や民主党政権時代の「第三次社
会資本整備重点計画」（12年 8月閣議決定）の影響
もありましょう」としている。さらに，東京の再開
発ブームは過去最大規模といえ，それに加え 2020
年の五輪の東京開催が決まったことで「これから 7
年間の日本経済は，長期循環の上昇局面に加えて，
とてつもなく強力な補助エンジンを付けたことにな
ります」としている。

また，この分野の初期の研究である Riggleman
（1933）は，アメリカの都市（対象となる都市数は
年により変化している）の 1875年―1932年の一人
当たりの年間の建築許可を 1913年基準の金額で推
計し，建築循環（トレンドからの乖離％）を示して
いる。Rigglemen（1933）は，データの制約・制限
やオリジナルデータの不確実性等に繰り返し言及し
ているものの，大きな建築循環として，1）1878年
から 1900年までの 22年間，2）1900年から 1918
年までの 18年間，3）1918年から 1932年までの 14
年間を指摘している。Riggleman（1933）は，3つ
目の期間が短いのは世界大戦のためであるとしてい
る。なお，ここでいう大きな循環とは，トレンドか
らの下振れの％が周囲の年の中で最大になった時か
ら次に最大になる時までのことである。なお，Rig-
gleman（1933）は，「このペーパーで扱う指標は建
築のみであり，建設すべての指標ではない。道路，
鉄道，運河，電信電話，送電，下水道，パイプライ
ン，橋梁は含まれない」としている。

一方，伊藤（2008）は「データ変換に起因する誤っ
た分析が問題になる事例は，Yule-Slutzky効果の典
型例とみられる Kuznetsの幻の建設循環の発見など
有名なものに限らず相当数あると思われる」と，ク
ズネッツ・サイクルを否定している。ハーベイ
（1985）（原著は 1981年）は「半世紀以上も前に，
時系列に関するある種の操作が奇妙な歪みを生じる

図１ 建設投資額の推移
（注）１．国土交通省「平成２６年度建設投資見通し」による。

２．平成１７年度基準実質値である。
３．２０１２，２０１３年度は見込み，２０１４年度は見通しである。
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ことが観察された。とくに，もしある程度の次数の
階差をとり，次に一連の和分操作が適用されると，
データに見かけ上の循環的変動をもたらすことが発
見された。この現象はユール＝スルツキー（Yule-
Slutzky）効果として知られている」とし，「本質的
にはユール＝スルツキー効果であるような興味ある
事例が Fishman（1969, pp. 45―49）によって提示さ
れている。（中略）そこで問題としているのは
Kuznets（1961）の長期景気変動仮説の研究であっ
て経済時系列において，だいたい 20年の循環的変
動を仮説とするものである」としている。結論とし
てハーベイ（1985）は，「Kuznetsは，彼が観測して
いる循環的変動の平均的期間はだいたい 20年であ
ると結論したが，（中略），これらの動きは二つの
フィルター操作によってもたらされた見かけ上の循
環的変動に対応しうるのである」としている。

このように「クズネッツ・サイクル自体は統計処
理による見かけ上のもの」とされており，クズネッ
ツ・サイクルに基づいて今後の建設投資を論ずるこ
とは困難であると思われる。

しかしながら，建設投資がそのトレンドからの乖
離（振れ）を持って推移していることは否定できず，
その乖離を抽出して観察し，建設投資の乖離が建設
産業等にもたらした影響を検討することは意味があ
るものと思われる。

本稿は，1）建設投資とその構成要素である建築
（住宅），建築（非住宅），土木それぞれについてト
レンドからの乖離を観察すること，2）トレンドか
らの上方への乖離が大きかった平成バブル期におい
てその背景や影響をみることを目的とする。

本稿の構成としては， 第 2節で上記の 1）を扱い，
第 3節で 2）を扱う。 第 4節で論文全体をまとめる。

２． 建設投資額等のトレンドからの乖離

（１）方法論
国土交通省「平成 26年度建設投資見通し」に掲

載されている，1960年度（昭和 35年度）以降の，
建設投資総額，建築（住宅），建築（非住宅），土木
のいずれも平成 17年度実質値につき，トレンドを
計測しトレンドからの乖離を％で表示する。トレン
ドは Hodrick-Prescottフィルターにより求めた（Ho-

drick-Prescottフィルターについては前出伊藤（2008）
を参照）。なお，については年度データを扱うの
で，暫定的に 100としている。伊藤（2008）は年次
データについて，＝100とするのは，「民間伝承」
の類であると批判的であり，の選択については今
後の課題としたい。なお，計算は EViews 8によっ
た。さらに，Hodrick-Prescottフィルターによるト
レンド自体がデータに依存しており，今後のデータ
により変わってくる可能性がある。

（２）建設投資総額
建設投資総額について金額とトレンドを示すと，
図２のとおりである。

次に，各年度のトレンドからの乖離状況を％で示
すと図３のとおりである。

図２ 建設投資総額とそのトレンド
（注）１．青色が金額，赤色がトレンドである。

２．データ及び方法論は図１及び本文参照。

図３ 建設投資総額のトレンドからの乖離
（注）筆者作成
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1960年代中葉は下方に振れ，1970年代初頭は上
方に振れている。その後 1980年代中葉は下方に振
れ，1990年前後は上方に振れている。2000年代末
に下方に振れた後（2010年度が底），2013，2014年
度はトレンドをほぼ 10％ 上回っている。近年の乖
離率は平成バブル時に匹敵する。

（３）建築（住宅，非住宅）
図４は住宅投資額とそのトレンドである。
図５は，非住宅投資額とそのトレンドである。
住宅投資額，非住宅投資額それぞれのトレンドか

らの乖離状況を％で示すと図６のとおりである。
住宅投資額のトレンドからの乖離と非住宅投資額

のそれとを比べると，
1）必ずしも同期していないこと（1970年代後半と
1990年代中葉においてその状況が著しい）

2）非住宅投資額に係る乖離の方が，一般に振幅が
大きいこと

が指摘できる。

（４）土木
図７は，土木投資額とそのトレンドである。
土木投資額のトレンドからの乖離状況を％で示す

と図８のとおりである。
図８をみると，列島改造（1972年），日米独機関

車論（1978年），公共投資基本計画とバブル崩壊後
の財政出動（1990年代），アベノミクスの第二の矢
（2013，2014年）と政策によって乖離率が大きく
なっていることが指摘できる。この点は，建築（と
くに非住宅）と大きく異なる点と思われる。さらに，
2013，2014年度のトレンドからの乖離率は 1972年

図４ 住宅投資額とそのトレンド
（注）１．青色が金額，赤色がトレンドである。

２．データ及び方法論は図１及び本文参照。

図５ 非住宅投資額とそのトレンド
（注）１．青色が金額，赤色がトレンドである。

２．データ及び方法論は図１及び本文参照。

図 6 住宅投資額，非住宅投資額のトレンドからの乖離
（注）１．筆者作成。

２．青色が住宅投資額，赤色が非住宅投資額である。

図７ 土木投資額とそのトレンド
（注）１．青色が金額，赤色がトレンドである。

２．データ及び方法論は図１及び本文参照。
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度を除けば過去最高水準に達している。

（５）トレンドからの乖離率の検討のまとめ
建設投資総額，建築投資額（住宅，非住宅），土

木投資額についてトレンドからの乖離状況をそれぞ
れみた結果，次の二点が指摘できる。

第一に，住宅，非住宅，土木で波は必ずしも同期
しておらず，特に非住宅と土木では大きく異なって
いる。この点からも建設投資をまとめてサイクル
（循環）を論ずるのは，無理があるものと思われる。

第二に，直近の動向をみると，住宅，非住宅，土
木いずれもトレンドを超えて推移しており，建設投
資全体ではトレンドを約 10％ 上回っている。この
水準は平成バブル時の状況に匹敵している。このト
レンドからの乖離が，技能労働者や資材の需給や価
格に影響を与えていると思われる。

第 3節では，平成バブル期において，建設投資の
上振れにより，技能労働者や資材の需給や価格がど
のように影響を受けたか見ることとしたい。

３． 平成バブル期における建設投資の上振れ
の背景と影響

（１）平成バブル前夜の状況
内閣府経済社会総合研究所（2011）は，「（昭和 61

年）3月 18日の経済企画庁月例経済報告では，円
高により輸出の伸びにブレーキがかかりはじめ，鉱
工業生産や中小企業の製造業の設備投資が鈍化傾向
となっていることが示された。鉱工業生産は，1月
に電気機械，一般機械の輸出減少で 0.6％ 減となる

など，経済企画庁は『景気の停滞色は一段と強まっ
ている』との判断を示した」としている。いわゆる
円高不況である。また同書は「円高による景気減速
が明らかになった時期に，中曽根首相の私的諮問機
関『国際協調のための経済構造調整研究会』報告書
（通称，前川レポート）が発表された（1986年 4
月 7日）。（中略），住宅建設・都市再開発，消費拡
大，地方債の活用を 3本柱とする内需拡大策を打ち
出し，輸出主導型の経済体質を国際協調型経済構造
に変えるべきことが主張された」としている。

民間においても，経済界・産業界を中心に作られ
ている日本プロジェクト産業協議会が，「震災と東
京再開発計画」（1983年 5月），「公共的事業分野へ
の民間活力導入方策に関する提言」（1984年 3月），
「空中権容積移転の現状と課題」（1985年 5月），
「高速道路上建築物の現状について」（1986年 4月）
などの調査報告書や提言を次々に発表している。

（２）内需拡大を目的とした施策の実施
円高不況の中，内需拡大を図るため，政府・日銀

により各般の施策が実施された。
日本銀行は，「商業手形割引歩合ならびに国債，

特に指定する債券または商業手形に準ずる手形を担
保とする貸付利子歩合」（いわゆる「公定歩合」）を
1986年 1月 30日には 5％ から 4.5％ に，3月 10日
には 4％ に，4月 21日には 3.5％ に，11月 1日に
は 3％ に，さらに 1987年 2月 23日には 2.5％ に引
き下げた（3.25％ に引き上げられるのは 1989年 5
月 31日）。

政府も累次の経済対策を策定した。そのうち建設
分野に関係するものをあげると，付表のとおりである。

例えば，1981年 9月 19日の総合経済対策の「規
制緩和による都市開発の促進等」のところでは，「③
用途地域等の見直し 土地利用の変化，道路等の公
共施設整備等を踏まえた用途地域等の全般的見直し
を推進する。特に，東京都環状 7号線以内において，
真に低層住宅として良好な居住環境の維持のため必
要な場合を除き，第一種住居専用地域の第二種住居
専用地域への指定替えを重点的に推進する」，とさ
れているがこれは低層の戸建て住宅地を中高層のマ
ンション地域に変更するものである。こうした措置
は民間の建築活動を促進するとともに，地価高騰へ

図８ 土木投資額のトレンドからの乖離
（注）筆者作成
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の期待を醸成することとなったことは推測できる。
また，日本プロジェクト産業協議会が提言してい

た「公共的事業分野への民間活力導入」が繰り返し
掲げられていることは注目される。

（３）建設投資の上振れの影響
平成バブル期において，建設投資がトレンドを大

きく超えたことは技能労働者や建設資材の需給にも
大きな影響をもたらした。

平成バブル期における技能労働者の過不足状況を
みると図９のとおりである（数字が高いほど不足し
ている）。

いずれも平成バブル期に不足率が大きく上昇して
いる。また，型わく工（土木）と型わく工（建築），
鉄筋工（土木）と鉄筋工（建築）を比べると，いず
れも建築関係が先に上昇している。これは，図６と

図８を比べるとはっきりするように，平成バブル期
においては，まず住宅投資・非住宅投資がトレンド
を上回る一方，土木投資がトレンドを上回るように
なったのは後になってからという状況と関係してい
るものと思われる。なお，これはさらに調査すべき
であるが，型わく工（建築），鉄筋工（建築）が不
足する中では，型わく工（土木），鉄筋工（土木）
を建築関係に転用する動きもあったのではないかと
思われる。

次に，建設資材の価格のうち，鋼材に関係する異
形棒鋼，H形鋼，鉄くずの価格（『建設物価』各月
号の掲載データ）の前年同月の『建設物価』に掲載
された価格に対する変動率をみてみる（図１０）。

異形棒鋼，H形鋼，鉄くずいずれも期間の差はあ
れ，掲載月ベースで 1987年終わりから 1988年はじ
めにかけて第一の山がある。異形棒鋼は 1988年 2
月掲載データで前年同月の掲載データに対する上昇
率 75.8％，鉄くずは 1987年 12月掲載データで前年
同月の掲載データに対する上昇率 65.2％ と激しい
上昇を経験している。1987年度に住宅投資のトレ
ンドからの上方乖離が急拡大しており，それにより

図９―１ 建設技能労働者の過不足状況（その１）
（注）国土交通省「建設労働需給調査結果」（平成２７年３月

調査）による。

図９―２ 建設技能労働者の過不足状況（その２）
（注）出典は，その１に同じ。

図１０ 『建設物価』各月号に掲載された異形棒鋼，H形鋼，
鉄くず価格の前年同月に掲載された価格に対する変
動率

（注）１．建設物価調査会『建設物価』各月号により作成。
２．各月号の掲載データは，前月１０日までに調査され
た価格である（建設物価調査会問い合わせ結果）。

３．異形棒鋼は呼び径D１９SD２９５A（電炉品）標準長さ
３．５―１２mのトン当たり価格による。

４．H形鋼は２００*１００*５．５*８mm（A*B*t１*t２）無規格品の
トン当たり価格による。

５．鉄くずは特級A（H１）のトン当たり価格による。
６．いずれも東京における価格である。
７．各資材の取引段階は，『建設物価』参照のこと。
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需要が急増したことが考えられる。
異形棒鋼及び鉄くずについては掲載月ベースで

1989年末から 1990年前半にかけても山がある。異
形棒鋼の 1990年 2月の掲載データの前年同月の掲
載データに対する上昇率は 42.5％，同じく鉄くずの
1990年 2月の掲載データの前年同月の掲載データ
に対する上昇率は 61.9％ となっている。これは非
住宅投資のトレンドからの上方乖離が急拡大したこ
とを反映するものと思われる。

最後に，建設物価調査会建築費指数（ここでは集
合住宅，事務所）の対前年上昇率の推移をみる（図
１１）。

平成バブル期には，前述した建設技能労働者の不
足や建設資材の値上がりを反映して，いずれの建築
費指数も上昇している。上昇率の増減をみると，ま
ず住宅に分類される集合住宅の建築費指数の上昇率
が増加し，次いで非住宅に分類される事務所の建築
費指数の上昇率が増加したことが確認できる。

４． まとめと考察

本稿は，1）建設投資とその構成要素である建築
（住宅），建築（非住宅），土木それぞれについてト
レンドからの乖離を観察すること，2）トレンドか

らの上方への乖離が大きかった平成バブル期におい
てその背景や影響をみることを目的とした。
1）については，国土交通省「平成 26年度建設投

資見通し」の建設投資額（平成 17年度基準実質値，
2012及び 2013年度は見込み，2014年度は見通し）
を対象に，Hodrick-Prescottフィルター（＝100と
した）を用いてトレンドからの乖離％を計測した。
その結果，第一に，住宅，非住宅，土木で波は必ず
しも同期しておらず，特に非住宅と土木では大きく
異なっており，建設投資をまとめてサイクル（循環）
を論ずるのは無理があるものと思われること，第二
に，直近の動向をみると住宅，非住宅，土木いずれ
もトレンドを超えて推移し建設投資全体ではトレン
ドを約 10％（この水準は平成バブル時の状況に匹
敵）上回っており，技能労働者や建設資材の需給や
価格に影響を与えていると思われることを述べた。
2）については，建設技能労働者の需給状況や建

設資材（ここでは異形棒鋼，H形鋼，鉄くず）の価
格動向について検討し，職種別の不足状況や資材の
価格動向が住宅投資，非住宅投資，土木投資のトレ
ンドからの乖離幅や乖離のスピードと関係している
可能性について指摘した。

今後の課題としては，1）本稿では Hodrick-Prescott
フィルターを用いる際，暫定的に ＝100としてい
るがさらに検討すること，2）平成バブル期におけ
る建設技能労働者の状況（職種別にどのようなこと
が起こったか）や建設資材を供給する業界の状況（生
産能力や在庫）を実態的に調査すること，3）トレ
ンドからの乖離やそのスピードが建設技能労働者の
不足や建設資材の価格上昇に結びつくことを定量的
に明らかにすること，が挙げられる。

本稿の結果を一言で要約すると「住宅投資，非住
宅投資，土木投資は規則的な循環ではないにせよ，
トレンドからの乖離（フレ）を生じる。このフレは
建設技能労働者の不足や建設資材価格の急騰に影響
している可能性がある」というものである。

建設市場の安定という点について，この要約から
以下の政策的インプリケーションが得られる。
1）建設投資額は急変させず，安定的に推移させる

ことが望ましい（需要サイド）。すなわち，建設
技能労働者の入職や建設資材産業の設備投資は，
長期的視点で行われるので，建設資材の輸入促

図１１ 集合住宅，事務所の建築費指数の前年比上昇率
（注）１．建設物価調査会（２００８）『創立６０周年記念建設物価

の６０年』参考資料―３―１及び３―２により作成。
２．青が集合住宅，赤が事務所の数値である。
３．集合住宅はRC造５，０００m２で地上６階，電気，給排
水衛生，暖冷房空調，昇降の各設備のあるもの。

４．事務所はSRC造７，０００m２で地上９階，地下１～２
階，電気，給排水衛生，暖冷房空調，昇降の各設備
のあるもの。

５．いずれも東京における指数である。
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進を別にすれば建設投資の急増には対応できな
い。その結果，平成バブル期は建設技能労働者
の不足や建設資材価格の急騰，建築費の上昇を
招いた。政府投資は政府がコントロールできる
ものであるので，民間投資の動向をみつつ調整
することが考えられる。一方で，建設投資（特
に政府投資）を長期にわたって抑制することは，
建設技能労働者の入職が進まなくなり，建設投
資が増加した時に対応できない点で問題である。

2）建設技能労働者の確保や建設資材産業の生産能
力の適正化（供給サイド）は長期的観点から考
えるべきものである。政府が経済対策を行うと
きは，十分供給の余地があるか，価格上昇のみ
に帰さないか，さらに検討すべきである。また，
建設技能労働者の確保対策は長期継続的に行う
べきものである。この点について最後に，建設
経済研究所（1988）「日本経済と公共投資 No. 12
―建設市場の拡大の中で魅力ある建設産業への
脱皮―建経研 88011」から関係する論点を少し
長いが引用する。今日言われていることと重な
ることが多いことに驚かされる。

「所要の労働力を確保し，活力ある建設産業とな
るためには，適正な元請・下請関係のもとにおい
て，労働生産性の向上を図り，より少ない労働力で
より多くの施工が可能になる対策を進めるととも
に，他方では，労働者の労働条件を改善し，教育・
訓練を充実させて，建設業への入職を推進し，その
定着を図ることが重要である。とくに，若年労働者
については年々確保が困難になっており，若年労働
者の入職定着にはいっそうさらに充実した対策を講
ずる必要がある。そのためには，労働条件の改善と
ともに建設産業自体のイメージアップが必要にな
る。建設業が暗い・きたない・かっこわるいという
イメージを払拭すべく，産業全体のアイデンティ
ティ（Industrial Identity）の確立を考える必要があ
る。また，ロボット化等による重作業の削減や労働
時間の短縮によって，女性にも魅力ある職場に変え
ていくことも大事である」（42―43ページ）。
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＊本稿では EViews 8を計量ソフトとして用いた。
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付表 １９８５―１９８７年の経済対策のうち建設分野に関係するもの

対 策 名 年 月 日 主 な 内 容

内需拡大に関する対策 1985年 10月 15日 1．当面早急に実施する対策
（1）民間住宅投資・都市開発の促進
（4）公共事業の拡大

公共投資については，総額 1兆 8千億円程度の事業規模の追加
2．今後推進する対策
（1）公共的事業分野への民間活力の導入
（2）規制緩和 等

内需拡大に関する対策 1985年 12月 28日 1．住宅建設・都市開発の促進
（1）住宅減税（住宅取得促進税制の創設等）
（2）予算上の措置（住宅金融公庫の貸付戸数 51万戸，公団分譲宅地の取得に
かかる初期負担の軽減等）
3．公共投資の拡大
4．公共的事業分野への民間活力の導入等

総合経済対策 1986年 4月 8日 1．金融政策の機動的運営
2．公共事業等の施行促進

昭和 61年度の公共事業等については，上半期における契約済額の割合が過
去最高を上回ることを目指して可能な限り施行の促進を図る等
4．規制緩和による市街地再開発の促進等

市街地再開発の促進，新市街地開発の促進等
5．住宅建設，民間設備投資等の促進

住宅金融公庫の貸付金利の引き下げ，住宅税制の周知徹底，公共的事業分野
における民間活力の活用等

当面の経済対策 1986年 5月 30日 1．中小企業対策等
2．雇用対策
3．円高差益還元策等

総合経済対策 1986年 9月 19日 Ⅰ．公共投資等の拡大
総額 3兆円の事業規模の確保（公共事業について国庫債務負担行為を活用し

つつ事業費の確保，住宅金融公庫の事業規模の追加等）
Ⅱ．住宅建設，民間設備投資等の促進

住宅金融公庫の融資制度の拡充強化等
Ⅲ．規制緩和，インセンティブの付与等による民間活力の活用の推進

規制緩和による都市開発の促進等，公共的事業分野における民間活力の活用

緊急経済対策 1987年 5月 29日 早急に 6兆円を上回る財政措置を伴う内需拡大策を講じる
Ⅰ．公共事業等
1．公共事業等の施行促進
2．公共投資等の拡大

総額 5兆円の事業規模を確保することとし，所要の補正予算措置を講ずる。
（日本電信電話株式会社の株式売却収入を活用した一般公共事業の追加，住
宅金融公庫の事業規模の追加等）

Ⅱ．減税
昭和 62年度において総額 1兆円を下らない規模の所得税等の先行減税等

Ⅲ．住宅投資の促進
住宅金融公庫融資等の拡充等

Ⅴ．民間活力の活用等
都市再開発等の推進，総合保養地域の整備の推進，大規模プロジェクトの推

進等

（注）内閣府経済社会総合研究所ホームページに掲載されている原資料から筆者作成。
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１． はじめに

バブル崩壊以降，長期の低迷状態にあった建設産
業は，デフレ脱却に向けた成長戦略を先導する，
2013年春の大型公共投資の実施と，その後に決定
した東京オリンピック・パラリンピック（以下オリ
ンピック）の開催などによって，市場環境はこれま
での長期にわたる供給過剰から供給不足の状態に変
わった。

しかし長期的に見ると人口減少社会の進行や日本
経済の成熟化もあり，現在の建設投資規模がいつま
で続くのか不安視する向きも多い。

一方，景気の回復により，これまで無理を強いら
れてきた建築価格が急騰し，技術者・技能者の不足
が顕在化するなど，減少する市場の中で進んでいた
産業弱体化の問題も顕在化している。

そうした状況の中で，建設事業の舵取りをどう考
えるか難しい局面を迎えている。

筆者らは，2011年 4月に産学官の実務者による
「早稲田大学次世代建設産業モデル研究会」（以下，
研究会と呼ぶ）を組成し，成熟社会に向けた建築産
業のあり方に関する研究を行ってきた。

本論文は，そこでの検討を基に，建設産業の今後
の事業環境を俯瞰し，産業成熟化の中で持続的発展
が可能な次世代の建設産業のあり方（以下，次世代
建設産業モデルと呼ぶ）について述べ，その発展に
資するコスト情報のあり方について考えてみたい。

２． 中長期的な建設事業の基調の変化

２．１． 現在の投資額は３０年前とほぼ同額
そのためにまず，これまでの事業環境の変化を俯

瞰し，それに海外や国内の産業動向を加味しなが
ら，オリンピック以降の建設市場について考えてみ
たい。

次頁の図１のグラフは，国土交通省の資料を基

に，建設投資の長期間にわたる推移を表したもので
ある。

縮小を続けていた建設投資は，2010年（平成 22
年）の 41兆円を底に，その後は増加に転じ，2014
年度は 50兆円まで持ち直している。

これはリーマンショック以後の経済不況と，それ
によるマンション市場の落ち込みによって減少した
建設投資が，その後の東日本大震災や豪雨災害の復
旧，アベノミクスによる大型公共投資や景気回復に
よって増加したためであると考えている。

しかし，デフレの進行は止まったものの，まだ輸
出や消費の拡大による持続的な景気循環の流れが形
成されたとはいえず，日本経済は安定飛行の状態に
乗ったとは言いがたい。

ここではそうした短期の景気動向による影響は除
き，中長期的な建設事業の基調の変化から建設市場
の環境の変化について考えてみたい。
図１の 1975年以降の建設投資額をみると，バブ

ル経済の発生前までの 10年間は，40兆円から 50
兆円の間で推移していることがわかる。

その後急速に建設投資は増えているが，それはい
わゆるバブル景気による不動産投資の増加と建設コ
ストの高騰があったためで，それ以前の 1985年ま
での価格水準は今と同程度である。

そうしたことから考え，当時の建設投資額は現在

図１ 建設投資額の長期の推移

寄稿

次世代建設産業モデルとコスト情報のあり方
早稲田大学理工学術院総合研究所招聘研究員
次世代建設産業モデル研究会主宰 博士（工学） 五十嵐 健
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とほぼ同水準にあったとみることができる。その官
民割合もほぼ変わらない。そう考えると，40兆円
から 50兆円の規模が，日本の基本的な建設市場規
模だとみてよいだろう。

建設産業は，私たちの生活や経済活動の基盤を支
える産業で，その事業は経済や生活環境を維持する
ために欠かせない。

最近，橋や高速道路の老朽化が目立つようにな
り，それによると思われる事故も発生している。そ
れにはこの 10年余，公共投資の削減が続いたこと
も影響しているものと考えられる。

２．２． この２０年は成長期から成熟期への調整期
水道や道路の維持更新を適切に行わないと，生活

や経済に影響が出る。児童施設や高齢者施設の必要
量が不足しても同様の結果をもたらす。そう考える
と，建設投資は人口や経済活動の規模に対して一定
額が要ることになる。

しかし 2003年から，日本の人口はそれまでの増
加傾向から減少に転換した。現在の人口は 1億 2千
8百万人弱で，2025までは 1億 2千万人台で推移す
るが，それ以降は急速に減少する。

このため 2025年頃までは，対人口比での投資額
はそう変わらないと思われるが，施設内容は学校な
ど子供向けの施設が減って高齢者施設が増えるなど
その内容は大きく変わる。さらにその後は人口の減
少によって建設投資も減少することが予想される。

一方，経済活動に対する建設投資の割合は，高度
成長期には工場や事務所，道路などの新たな整備が
必要で投資意欲も活発であるため，その割合は経済
成長率を上回っていた。しかし経済の成熟化ととも
に，その額は一定の割合まで低下する傾向があり，
この失われた 20年間の事業規模の減少はその調整
期だったとみることができる。
図２で欧米先進国の，経済活動に対する建設投資

の割合をみると，英・独・仏ともに建設投資額は
GDPの 1割前後である。高度成長期の日本は，建
設投資額が GDPの 2割を超えていたが，現在は欧
米先進国と同じく 1割前後の状態にあり，現在すで
に欧米並みの水準にあるといえる。

そう考えると，人口や経済活動の規模から考え
て，日本の建設投資は景気変動による増減はあるも

のの，2030年ぐらいまでは現在の規模で推移する
ものと考えてよいだろう。

２．３． 造る仕事が減り，維持や機能更新が増える
ただ高度成長期に造られた建設ストックは年々増

加し，図３で見ると現在その額は 1,200兆円を超え
ている。この値は，国土交通省が算出した構造物の
資産総額で，土地の価格は含んでいない。

こうしたストックの改修や維持更新の費用は年間
2～3％ 要るため，その費用だけで 20～30兆円にな
り，現在の年間建設投資規模の約半分を占めること
になる。今後，高度成長期に造った施設が，一斉に
更新・改修期を迎えることを考えると，産業や生活
の水準を現在のままで維持しようとすると，建設投
資も現状程度の規模が必要になるだろう。

そのなかで「新たに造る」仕事が減り，「維持や
管理，機能更新」の仕事が増えることになる。図２
の欧州先進国における新築と維持修繕の割合がほぼ
半々であることから考えても，長期的には日本でも
ストック関連工事の割合が今より増えると考えてよ

図２ 日本と欧州先進国の建設市場（２００９年）

図３ 我が国の不動産資産の推移
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いだろう。
ただ改修や更新工事は，差し迫った対応インパク

トが少ないため，景気の動向に左右されることも多
く，その増加は緩やかに進行するものと考えられる。

２．４． 建設事業のスコープを広げる
そう考えると，今後も建設産業の事業規模は現状

程度で推移すると思われるが，その中身は大きく変
わることが予想される。

バブル崩壊以降の 20年間で，建設投資は 1992年
（平成 4年）の 84兆円をピークに，2010年の 41
兆円まで下がり続け，ほぼ半減した。この間，建設
単価も下がっているので量的には半分にはならない
が，それでもデフレ経済の中で競争は激化し，企業
は経営的に大変苦労した。

そして気が付くと，建設産業就業者の収入の低下
によって就業者の高齢化と減少が進み，今回の市場
の増加に対応できない状態が起こっている。

一方，経済が成熟化する中で，コストに対する性
能要求は官民ともに厳しくなっている。長期の賃料
収入で資金回収を考えるビル経営では，今のような
急激な建設価格の変動は受け入れがたい。そのため
に現在，ビル建設やマンション開発を先延ばしにす
るケースも増えている。

経済活動として，需給の変動によるコスト変動は
避けられないが，今のような大きな変動は適正な事
業規模の維持にも影響を与える。

今後も現在規模の建設関連投資は続くが経済的制
約は厳しく，そのためコスト情報に対する要求が厳
しくなる中で，景気変動による振れ幅の少ない，基
準となるコスト情報の確立を望む声も大きい。

また，施設のコストパフォーマンスを建設から更
新に至るまでのライフサイクルで考え，それを最小
限にする要求も強まっている。そのため，建設コス
トデータの整備や加工のやり方についても，ライフ
サイクルコストマネジメントへの展開性が要求され
るようになるだろう。

今が，そうした建設事業環境の転換期だといえ
る。それは，安定経済下での建設コスト情報のシス
テムを考える好機でもあると考えているので，以下
生活基盤の担い手産業への転換を目指す動きについ
て述べたい。

３． 国土づくりの担い手産業への転換を目指す

３．１． 新たな建設産業構造を目指す動き
そうした建設事業環境のターニングポイントと

なったのは，2011年 3月の東日本大震災である。
この地震で発生した津波によって，東北の太平洋側
の地域は壊滅的な被害を受け，建設産業はその復興
に奔走した。

また近年温暖化の影響もあり，大型台風や集中豪
雨による土砂崩れや洪水の被害も各地で起きてい
る。それに地震の影響と思われる火山活動の活発化
も加わり，インフラ施設とそれを支える仕事の重要
性が見直され，社会の建設産業に対する認識が改善
されている。

その中で，2011年 7月には，国土交通省の組織
変更によって土地建設産業局が発足し，建設行政が
産業の再生に向けて大きく動き出した。また，建設
業関連 3団体の統合による新たな日本建設業団体連
合会も同年に発足し，安定成長経済のもとでの建設
産業の活動の模索を始めた。
図４は，国土交通省が発表した「建設産業の再生

と発展の方策 2012」のコンセプトを，分かり易く
示したものである。これには，建設産業の役割が，
「国土づくりや地域づくりの担い手」として明確に
位置付けられている。

そして期待される姿として，「地域を支え得る足
腰の強い産業の構築」と「多様なニーズ・役割への
対応」を上げ，そのための当面の優先課題として“現
場力の再生”“公正な契約・取引関係の構築”“多様
な事業領域・契約形態への展開”の 3点が挙げられ

図４ 再生と発展のための方策２０１２
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ている。
そうした課題は，東日本大震災の復旧工事での新

たな契約方式の試行的導入や，現場技能者の労務単
価の改定などの先行施策を経て，2014年 6月に建
設業関連 3法の改定へと進み，以下に述べる様々な
産業体制の整備につながっていく。

３．２． 建設産業の再生と担い手の確保・育成
その中で重要な政策課題は，地域の建設産業の再

生と建設産業の担い手の確保・育成である。
そのためにまず，これまで重視されてこなかった

インフラの維持管理や老朽化対策事業と，緊急を要
する震災復興事業をモデルに取り上げて，具体的な
プロジェクトによる多様な取り組みと契約形態の展
開が行われている。

インフラの維持管理事業の新たな契約方式とし
て，2011年に地域維持型契約方式が考案され，地
域維持事業の担い手確保が困難になる場合は，道路
の除雪や除草，維持補修などの仕事を，一定の期
間，工区またはその組み合わせで包括して契約する
ことができ，その契約先についても地域の共同企業
体にも発注できるようになった。この制度は現在，
冬の除雪作業が必要な北日本の自治体を中心に，順
次採用が進んでいる。

また東北の被災地では，壊滅的な被害を受けた地
域の速やかな復興をめざして，宅地造成や大規模な
施設整備を効果的に行うために，CM方式による魚
市場の整備事業や URによる復興まちづくり事業な
どが試行的に行われている。

こうした事業や契約方式は，これまで公共事業が
基本としてきた総価一括請負方式とは異なる点が多
く，そのため官民連携による事業推進体制の中で，
それを効果的に進めるための様々な努力が行われて
いる。まだ試行段階であり，これから改善すべき点
も多いが，新たなメリットも生まれつつあり，今後
その整備が進められていくものと思われる。

こうした多様な事業領域・契約形態の展開は，閉
塞状態にある国内の建設産業に対し，新たな連携や
ビジネスモデル開発の機運を生み，産業の活性化を
促進する契機になると考えている。また，そうした
個別の契約条件を受発注者双方が考えることによっ
て，多様な契約方式で行われている海外工事の，対

応力強化にもつながると考えている。
こうしたモデルプロジェクトを展開していく中

で，これまでの建設産業冬の時代に，潜在的に進行
していた現場力弱体化の問題も明らかになった。そ
の改善を図るため，一般管理費の参入率引き上げに
よる低入札価格割合の引き上げや，2013年と 14年
に公共工事設計労務単価の引き上げが行われた
（2012年比で 23.2％）。この単価改定では，社会保
険の加入に必要な費用についても加算され，未加入
対策の実施も併せて行なわれた。

そうした施策を受けて，2014年 6月に品確法・
建設業法・入契法等の担い手三法の改定が行われ
た。この法律改定は，建設産業の果たすべき役割が
増大したことにともない，その産業基盤を強化し，
現場の技能労働者の高齢化や若年入職者の減少とい
う構造的な問題を改善するために，建設工事の適正
な施工及び品質の確保と，その担い手の確保を目的
として法改正が行われたものである。

３．３． 公共施設整備から産業育成への行政シフト
それは，従来の公共事業発注者としての建設産業

行政から，国土や生活基盤の管理者としてその効率
的な整備維持を行うパートナーである，建設産業の
育成を目指す産業政策への転換を目指したものである。

これについては，バブル崩壊以降の国の建設産業
政策の変化をみると，その変化がより明確になる。
1990年代は，バブル崩壊後の経済振興のために

大型の公共投資が行われ，公共投資バブルといわれ
る状況があった。確かに，それによる雇用の受け皿
効果は大きかったが，一方では 370兆円といわれる
大量の国際債務残高を発生させ，この政策は終わった。

そして 2000年代に入ると，公共事業のコスト構
造改革が行われ，5年で 15％ という工事費の具体
的な削減目標が設定され，コスト重視の発注が行わ
れた。その結果，発注単価は下がったが，無理なコ
ストカットによる欠陥工事の発生や，若者の建設産
業離れによる就業者の高齢化が進んだ。

こうした状況を改善するため，2007年頃からコ
スト本位の発注の見直しが行われ，総合評価制度の
採用など選別・育成策への転換が始まった。しかし
リーマンショックの影響もあって建設投資の減少が
続いたため，安値受注の傾向には歯止めがかからな
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かった。そしてその後は，東日本大震災を契機に，
前項で挙げた建設産業政策の大転換が行われ，現在
の事業環境へとつながっていく。

３．４． 成熟社会に向けた建設産業の再生
建設産業は，生活や経済活動の基盤を造る産業で

ある。自然災害の多発，橋や道路などインフラス
トックの維持管理，観光客誘致のための新たなイン
フラ整備など，暮らしの安全や経済基盤の維持のた
めには，今後もその仕事は欠かせない。

さらに，人口の高齢化とアジアの経済発展に押さ
れ，空洞化が進む国内のモノづくり産業や地域の
サービス産業に代わり，地域経済浮揚の先導的役割
を果たすため，これまで述べた一連の動きを受け
て，成長戦略では公共工事の大幅な増加が行われた。

この後には，オリンピック関連の建設投資や，海
外との競争力強化のためのインフラ整備が続く。当
初，オリンピック施設の整備費は 3500億円といわ
れたが，一昨年来の価格上昇により，大幅に膨らむ
可能性がある。

またオリンピックの開催に合わせ，ホテルや商業
施設など民間関連施設の整備や，都心と空港を結ぶ
交通網の整備もある。そうした工事をどこまで関連
投資に含めるかにもよるが，ある試算では 10兆円
規模になるといわれている。さらにこれと前後して
リニア新幹線の名古屋―東京間の整備もあり，2020
年ぐらいまでは東京を中心に大型プロジェクトの目
白押しの状態が続く。

しかし，経済のグローバル化と少子高齢化の進行
で，企業の経営や公共財政は一層厳しさを増してい
る。そのため，施設の建設や運営維持のコストパ
フォーマンスに対する要求は今後も厳しさを増す。
また現状規模での公共投資がいつまで続くのかも疑
問である。さらにその後は，少子高齢化の進行など
建設投資の減少要素も顕在化する。

そう考えると，経済成長のけん引役として実施さ
れた今回の大型公共投資と，その後に続くオリン
ピック関連の建設投資の増大は，建設産業が持続的
発展を目指す体制整備の貴重なチャンスだといえる。

３．５． 次世代建設産業モデルのイメージ
そのため，ここで成熟社会の下で持続可能な次世

代建設産業モデルのイメージについて考えてみたい。
これまでの建設産業は，「経済や生活環境の建

設・整備を担う造る産業」であった。これに対し，
社会の成熟化の中でストックの増大とグローバル化
が進む中で，持続的発展が可能な次世代の建設産業
は，「これまで造ってきた経済や生活環境の形成・
維持を担う産業」と言うことになり，そうした社会
基盤を安全・安心，かつ快適・効率的に提供してい
くことが，産業の社会的な役割だということができる。

現在の産業モデルは，高度成長期に新しい施設を
効率よく造ることに特化して発展してきたため，既
存ストックの維持・改修や，施設周辺に生まれる新
たな事業への対応が十分に出来ていない。

いわば，今日の建設産業の閉そく状態は，高度成
長期に形成された産業モデルが，安定成長期に移行
した社会のニーズに対し適合できていないために起
きていると考える事が出来る。
図５に示すように，経済が成熟化する中で建設施

設に対する社会のニーズは，施設の建設だけでなく
維持管理までを含め，ライフサイクルで施設の有効
化と効率化を図ることを求めている。

こうした施設の全期間を通した機能ニーズに応え
るためには，これまでの建設産業の知的資産を活用
しながら，施設のライフサイクルを視野に入れた新
たなビジネスモデルを構築する必要がある。
図６は次世代建設産業モデルの領域イメージを示

したものである。経済基盤や生活施設の形成・維持
を担う産業には，建設産業の他にも，建設した施設
の管理運営をする不動産業，生産施設を建設するプ
ラント産業，交通やエネルギーなどのインフラ施設
を運用する交通・供給処理産業などがある。

図５ 社会の成熟化と施設事業ニーズの変化
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またアジアの発展を国内に呼び込むための観光産
業もその施設整備の面で建設産業に関係が深い。さ
らに人口減少社会の中で，そのまま放置すれば低下
する街や地域の生活機能を維持・持続させる産業
（以下，“街づくり”産業と呼ぶ）も今後必要性が
高まる分野だ。

そうした建設産業の周辺にある産業には，特に施
設の整備や維持管理に関して，建設産業のノウハウ
を活用できる可能性は高い。さらに，今後成長が期
待される海外市場への進出も，産業モデルの検討の
際に視野に入れる必要がある。

そう考えていくと，建設産業に関連する分野（以
下，関連分野と呼ぶ）には，プラント産業，不動産
業，交通・供給処理産業，観光産業，街づくり産
業，海外市場など多くの事業領域があることが分
かる。

今後，成熟社会の中で建設産業が再活性化を図る
ためには，こうした関連分野に対して持てる資源を
活用して，積極的に事業の拡大を図る必要があると
考えている。

３．６． 今後展開が期待される事業分野
図７は次世代建設産業の事業領域を示したもの

で，社会の成熟化により日本国内の建設投資は今後
減少傾向で推移すると考えられるため，企業の持続
的発展を考えるためには，さらなる事業領域の拡大
を目指す必要がある。

そうした事業領域としては，施設ストックの増加
にともなって拡大するストックビジネスと海外市場
への展開がある。

この 10年間，世界の建設企業地図は大きく変
わっている。中国企業の急成長だけでなく，欧米先
進国企業の躍進も目覚ましい。そして，大企業によ
る世界的な寡占化の傾向も進んでいる。
表１と図８はエンジニアリングニュースレコード

誌（以下 ENR誌）の世界のエンジニアリング企業
ランキングから，世界市場に占めるトップテン企業
の売り上げの累計をみたものである。

世界のトップテン企業のシェアーは，2000年に
は 5％ であったが，2013年には 22％ に増加してい
る。この図では，急成長している中国企業の影響が

図６ 次世代建設産業モデルの領域イメージ
図７ 次世代建設産業モデルの事業領域

図８ ENR総売り上げ上位１０社総売上高の推移

表１ ２０００年と２０１３年の総売り上げ上位１０社企業
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大きいので，その影響の少ない海外売上げトップテ
ンの累計高の変化を見たものが図９である。この図
では欧米企業が上位を占めているが，その推移をみ
ると同じく 2.3％ から 8％ へ 4倍近く伸びており，
ここでも寡占化が進んでいることがわかる。

また今後発展が期待される地域として，これまで
日本の建設産業と関係が深かったアジア地域があ
る。世界の建設市場に占めるその割合を図１０でみ
ると，この地域は，2000年から 2013年にかけて建
設投資が 1.65倍に増加するなど成長が著しい。ま
た規模的にも全体の 4割を占めており，その市場は
大きい。

現在一応の経済発展を達成しているが，今後より
高度な経済発展を達成するために，高速鉄道や地下
鉄，上下水道，大型の都市開発など，高度な社会イ
ンフラの整備が進む。そうした分野は日本企業の進
出可能性が高いが，欧米や中国，韓国などの企業の進
出も多く，すでに厳しい受注競争が展開されている。

そうした欧米企業の事業展開事例を整理すると，
量的拡大を目指した海外展開と，利益率の確保を目
指した川上川下分野への進出，それとその両方をに

らんで戦略的な対応を行うポートフォリオ戦略の 3
つがある。多分，産業成熟化の中で日本の大手建設
企業が進む道も欧米と同様になると思われる。

そう考えるとコスト情報分野でも，海外との連携
強化や，維持管理，運営業務に関する資機材やサー
ビス関連情報のさらなる充実が必要になるだろう。

４． 次世代建設産業モデルの形成に向けて

４．１． 造る産業から施設環境を提供する産業へ
戦後 70年，建設産業が造ってきた施設のストッ

クが，現在 1200兆円以上あることを述べた。こう
した施設の大半が 40年近く経過しており，老朽化
による問題も顕在化している。また，人口の減少と
高齢化が進む中で，学校が余り，高齢者施設が不足
するなど，施設のかたよりも問題になっている。

今は公共施設の耐震化工事で忙しいが，これから
は施設の維持管理や機能更新，さらには用途や利用
目的を転換するコンバージョンも増える。

そのため建設産業が今後注力すべき市場は，「ス
トックビジネス」ということになる。建設産業の側
も自分たちが造った施設のことはよくわかってお
り，以前からこの市場での事業拡大を目指してき
た。しかし，これまでなかなか上手くいかなかった
のも事実である。

また道路や橋など造られたインフラ施設の維持管
理は，これまで行政の仕事として行われてきた。し
かし，老朽施設が急速に増大し，一方で自治体の財
政が悪化する中で，それをどう効率的に行うかが課
題となっている。そこに民間企業の知恵を活用した
いのが公共側の期待である。

一方，図書館や体育館など運営をともなうハコモ
ノ施設に関しては，その維持管理の効率化だけでな
く，利用者の増大など施設価値の向上も期待してい
る。そのために，施設内容の変更も含めて事業を委
託したい。それが PFIやコンセッション，指定管理
者制度などの委託事業で，今後増加が考えられる。

そのために総務省は，2014年から 3年間で全国
の自治体に，保有する施設リストの作成とその施設
内容や活用の状態を把握し，それを基に公共施設等
総合管理計画を作成することを要請した。

それは，将来の人口の状態と税収に合わせ，今あ図１０ 地域別建設付加価値

図９ ENR海外売上高上位１０社の海外売上高推移
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る公共施設を維持するものと廃止するものに分け，
維持する施設はいかに効率的に運用するか，長期的
な視点で施設の利活用を見直すためである。

これまで公共施設の政策は，ハコモノ行政といわ
れるように，「造ること」を中心に考えてきた。今
後は，これを「ある施設をどう賢くつかっていくか」
に変える必要があり，これまでとは 180度異なる視
点での施設検討になる。

４．２． 既存施設の改修工事への対応力強化
現在，不動産会社がそうした施設の事業性を算定

する基本は LCCでの優位性で，これを判断する評
価手法が，現在価値法を使った費用便益の評価だっ
た。この方法は，将来発生する施設の収入（便益）
とコスト（費用）を一定の割引率で現在価値に置き
直し，その差から不動産の購入価格を検討するやり
方である。

不動産証券の設定期間は一般に 30年程度で，そ
の期間が経過すると大改修が行われ，再び不動産の
価値と収益の評価が行われ証券化される。その間の
配当利回りを決める内部収益率（IRR）を算定する
ために現在価値法が使われている。

その手法は ITの発達により計算が容易になった
ことから，アメリカの不動産会社で広く使われてい
たが，日本でも 2000年の不動産証券化に関する法
律の制定後一気に普及した。そして施設管理（ファ
シリティマネジメント）の分野にも使われるように
なったのは，不動産証券化の普及によるところが大
きく，現在多くの不動産投資は，投資利回りの率で
評価されている。

この方法は建物だけでなく，高速道路など収益性
のある公共施設の資産評価などにも使用できる。日
本では，高速道路の民営化の際に，その資産価値評
価に使われたことを覚えている人も多いと思う。

その算定の中で，建物や設備の改修費用は CAPEX
（Capital Expenditure＝資本的投資）と呼ばれ，不
動産の価値を高めるための費用と考えられている。
その価値はビルなどの場合賃料で決まるため，その
再投資によって価値が上がり幾らで貸せるのかが問
題となる。

こうした LCCコストの算定に必要なコストデー
タや，賃料の算定に必要なコストデータとしては，

改修工事や点検費，水道光熱費，清掃費等のオペ
レーションコスト，さらには環境負荷評価のコスト
などがあり，建設コストデータの収集・整備をこう
した分野のコストデータ拡充は，今後さらに必要に
なる。

４．３． 現場力の強化を図るための方策
またこの 10余年，なぜ日本の建設産業の疲弊が

進んだかを考えてみると，競争激化への対応が主に
販管費の削減と，割り当て発注で行われたことにあ
ると考えている。

発注者は予算総額内で発注することを重視し，個
別のコスト内訳を詳細に分析しなくなった。そのた
め元請工事業者も受注金額から経費を引いた金額で
協力会社に発注する，いわゆる割り当て発注を常態
化してきた。

確かに外注比率が高い建設産業には即効性のある
やり方で，そのためにコストは下がり，デフレの影
響もあって多少の利益も確保できた。

しかし，他社も同じやり方をするため，各社の競
争力には差がつかず，競争激化の状態は一層激しく
なった。その中で社員や現場技能者のモチベーショ
ンは下がり，現場力の低下も進んでいった。

こうした発注依存型のコストダウンでは，持続的
な競争力の強化にはつながらない。他社にはない自
社独自の強みを強化するためには，社内の生産体制
やサプライチェーンシステムの中でその努力をする
必要がある。

建設産業は屋外の異なる条件の下で大型の施設を
造る仕事である。そのため工場内での作業とは異な
り工程の標準化が難しく，人に依存する割合が高
い。機械化が進んだ今もその本質は変わらない。

特に建設産業の中核である工事現場や設計では，
仕事を効率的に行い良い結果を出すためには，お互
いが協力してモチベーションやコミュニケーション
密度を高め，いかにムダやムリをなくして仕上がり
精度を高めるかが重要になる。

４．４． 人材の確保を進めるコストデータのあり方
今の市況回復の中で，職人不足が問題となってい

る。そのため首都圏では，対応できないプロジェク
トもでている。さらに深刻なのは今後で，職人の約
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3割が 55歳以上のため，5年後にはリタイヤするこ
とになるだろう。それにより，新たな建設プロジェ
クトへの対応が出来ないだけなく，除雪や災害復旧
に対する体制の維持も難しくなる。それは地域の死
活問題でもある。

その対策として，昨年労務単価の改定が行なわれ
たが，それは建設技能者確保の基盤が整ったという
だけで，即問題の解決にはならない。新たな人材の
育成には多くの時間と企業の努力を必要とする。

特に高度な技術分野での若手技能者の確保は，個
別の企業がしっかりした体制を造り育成していくし
かしない。これを機に各企業が若者の入職をどう促
進し，その定着率を高めるかが企業力強化の決め手
の一つだと考えている。

建設産業の仕事は，若者にとって決して魅力のな
い職場ではない。今は重機や工具が進歩し，作業環
境も改善されている。就労時間も決められ休み時間
も取れる。長時間労働が常態化している販売や飲食
の仕事よりむしろ労働環境は良い。社会に役立つも
のを自分の手でつくる仕事で，個人の腕が発揮でき
る余地も大きい。

コストパフォーマンスに対する要求が厳しさを増
す今後の現場力の強化を考えると，緊急的な総括的
労務単価の見直しも必要であるが，さらにその単価
の修正を実際の現場効率の向上や品質に繋げられ
る，きめ細かなコストデータの整備が望まれる。そ
のためには，材工分離でしかも標準工数をもとにし
た作業工数のデータや，基幹技能者が行う段取りや
調整業務の価値を考慮した価格表が必要になる。

しかしこの 10年余の不況の中で，材工一括の複
合単価による検討が増加し，機材を使った場合の作
業工数データの把握は疎かにされる傾向があった。
またその労務単価も，厳しいコスト競争の中で低下
傾向が続き，全産業平均と比べて年間賃金比較で約
2割少ない状況であり，そうしたことも若年建設就
労者の減少につながっているものと思われる。

若い優秀な人材を確保して行くためには，作業効
率の向上努力が反映されるような，客観的できめの
細かい実態に合った労務情報の整備が必要だと考え
ている。また魅力的な産業として発展していくため
には，社会保険料の組み入れた他産業との比較によ
る適正な労務単価情報や，それに基づいた材工コス

ト情報の提供も必要になる。
建設産業が若い就労者を受け入れ，魅力ある産業

として発展していくためには，コストの実態情報の
把握とともに，そうした適正価格の視点でのデータ
提供も考える必要があるのではないかと考えている。

４．５． コストデータのグローバル化対応
現在，経済のグローバル化が進んでいる。それに

ともない欧米流の経営が国内にも浸透し，企業が所
有する不動産の効率化を考える CRE戦略や，発注
の透明性（コンプライアンス）が求められるように
なり，公共施設だけでなく民間施設の建設や運営の
やり方も大きく変わりつつある。

また近年，企業が本業のコアビジネスに注力し，
施設管理の企画や運営の仕事を専門のシェアード会
社に委託するやり方も進んでいる。新規施設や大規
模改修を考える際も，これまで社内で行っていた企
画や推進の仕事を，外部の専門家に依頼することが
増えている。

特に計画の初期段階で，事業主の立場に立ってプ
ロジェクトを企画し，推進する仕事の重要性が増
し，それに基づいて建設を進めるために PMや CM
方式による発注も増えている。今先進国で展開され
ている企画事業は，それに加えて企業活動に関係す
る不動産をどう経営資源として有効に活用し，経営
に寄与するかという，トータルな視点からの CRE
戦略プロバイダー業務である。

それは，企業活動に必要な施設の用途や規模，場
所を企業活動の最適性から求め，その条件に相応し
い施設を，保有不動産の活用や新規取得，賃貸など
あらゆる手段を活用して確保する一方で，それで不
要となった不動産は賃貸や売却を考えていく施設マ
ネジメント戦略の構築である。

そうした不動産の経営効率を高める仕事は，一般
の企業にとっては付帯事業であり，総合不動産プロ
バイダーはそれを一括して受けることで生まれたビ
ジネスである。産業の成熟化により厳しい経営効率
を迫られる先進国のグローバル企業の多くが，この
手法を採用したことによって，世界で今その仕事が
急速に拡大している。

そのポイントは，図１１に示すように，これまで
の不動産事業がプロジェクトごとに最適な利活用を
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考えて，企画から設計，建設，運営へと進む直線型
の事業マネジメントを行っていたのに対し，CRE
戦略では“企業全体の不動産活用戦略”を経営トッ
プが決定し，それに基づき個別の不動産の利活用を
連続・循環的視点でマネジメントしていく，サイク
ル型の事業管理の転換していることにある。

これによって，企業の得るメリットは大きく，そ
のためこのプロバイダー業務を行う不動産企業は急
速に成長している。先に述べた PRE戦略も，自治
体経営が厳しくなったことに対応して起こったもの
で，官民の違いはあるがその手法はほぼ同じものに
なる。

４．６． ICT 活用コスト情報システムの再構築
ただ，こうした立地や施設確保の方策を決める産

業が，経済活動のグローバル化にともない，必要な
情報の収集エリアとその更新スピードが格段に拡大
している。例えば立地検討情報の場合，GPSで東
南アジア全域の土地情報をサーチすると，それに合
わせ，基本的な地価や不動産賃貸価格なども併せて
収集し，立地場所と不動産の取得形式をリアルタイ
ムで検討していく。その中には概略の建設コストも
含まれる。

一方，海外の投資家は，同様に日本のコスト情報
を求めており，双方向の価格情報の提供が調査機関
に求められている。そうした国際的なコスト情報の
整備には，海外の関係機関や IT情報組織との協力
や提携も必要になるだろう。そのためには，国際的
な互換性からコスト情報の使用を見直す必要がある
かもしれない。

現在，ICT（情報通信システム）の発展が目覚ま
しく，持ち運びが可能な小型移動端末が普及してお
り，屋外での作業が多く，図面情報を利用した情報
処理が不可欠だった建設産業の分野で，その利用が
急速に進む。特に世界的な動向として現在 BIMの
活用が急速に進んでいる。
2007年頃より，アメリカ，北欧諸国，シンガ

ポール，韓国などがその採用を制度地して決めてい
る。日本においても，2010年の国土交通省の導入
宣言以来，その試行やルール作りが多方面で展開さ
れており，早晩その活用が定着すると思われる。

そうした ICTツールの活用に応じたリアルタイ
ムのコスト情報提供システムの再構築も必要になる
だろう。

５． まとめ

以上，今後の建設産業の事業環境の変化を展望
し，持続的発展が可能な建設産業のあり方とコスト
情報の在り方を考えてきた。最後に建設産業構造の
変化とそれに向けた次世代コスト情報のポイントを
まとめると以下のようになる。
①施設ストックの増加にともない，建設産業はこれ

までの造る産業から賢く使う産業に転換する必要
があり，そのためにはコスト情報データの在り方
も建設工事対応から施設性能対応への再編。

②建設産業の魅力向上と建設業務の効率化に向け
た，作業工数情報の再整備と適正なあるべき価格
情報の提供。

③グローバル化に対応したコスト情報仕様の再検討
と海外関連機関との双方向の価格情報提供システ
ムの構築，

④ BIMの普及など新たな ICT環境の活用を見越し
た情報利活用システムの整備。

などが考えられる。
現在，事業環境の好転より，官民ともに今後の事

業環境変化に向けた事業対応の見直しを進めている
が，コスト情報の業務においても，今がそうした今
後のコスト情報環境の変化を踏まえたシステムの再
構築を考える好機ではないかと考えている。（完）

図１１ 海外で進む不動産・建設事業領域の変化
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１． はじめに

建設物価調査会は，昭和 22年の創立以来長年に
亘り主要建設資材や工事費等の調査研究を行ってお
り，資材単価などの詳細な価格情報は，これまで官公
庁や建設業界の工事費積算業務に活用されてきた。

一方，総合研究所で研究されている概算工事費や
統計情報等は，工事費を客観的に評価する情報とし
て積算業務のみならず多方面で利用されている。本
稿では，その中で不動産鑑定評価において活用され
ている情報とその内容について紹介する。

２． 不動産鑑定評価基準と原価法

わが国の建築市場は，新築主体のフローの時代か
ら，既存ストックを長期に亘り有効活用する時代へ
と移行しており，不動産鑑定評価においては土地だ
けではなく，上物である建築物の再調達原価 注1）の
精緻化が求められている。そのためには，建築物の
各部位を構成する工事費の基礎的な情報や知識を認
識することが重要となる。

不動産鑑定評価基準 1）では，不動産価格を算定す
る基本的な手法として，原価法，取引事例比較法及
び収益還元法の三手法に大別している。この中で，
建築物の部位等に対応し，最も精緻に価格算定でき
る方法が原価法である。そして，原価法により再調
達原価を求める方法としては，直接法と間接法が示
されている。

直接法は，資材や労務等を基礎とした直接工事費
に間接的な工事費や経費を加えて標準的な建設費を
求める方法であり，これは建築技術者が行う積算手
法と類似した考え方となる。

一方，間接法は，近隣の類似不動産から間接的に
再調達原価を求める方法であるが，いずれの方法を
採用するにせよ，建築積算に用いられている価格情
報や総工事費の費用構成，数量算定方法等の基本情
報が存在することを認識することが望まれる。

３． 建築費の価格情報

再調達原価の対象となる総工事費は，発注者と総
合建設会社（ゼネコン）との間で交わされる工事契
約金額となる。直接法では，総工事費の内訳として
示される専門工事会社や資材メーカー等と総合建設
会社との取引価格も考慮することとなり，その取引
段階の主要資材や工事費等の標準的な価格は，建設
物価調査会が発行する刊行物 注2）等で確認すること
ができる。しかし，実際に総合建設会社が示す見積
書の内訳単価は，工事の規模や取引条件，市況等に
より調整されるので，一定の取引条件を前提に調査
された刊行物掲載価格とは，必ずしも一致しないこ
とに留意する必要がある。

一方，間接法に相当する価格情報としては，
JBCI 注3）がある。建築物は形態や仕様などの個別性
が強く，施工数量や単価などに影響を及ぼす様々な
価格変動要因が存在する。図１に東京圏（東京・神
奈川・千葉・埼玉）の分譲マンションの総工事費単
価の事例を示すが，現実の契約価格は幅広く分布し
ており，床面積だけでその傾向を把握することは困
難である。したがって，様々な価格変動要因を考慮
して再調達原価の妥当性を説明することは，顧客に
とっては大きな信頼につながる。
JBCIには総工事費と共に，原価を構成する躯体，

仕上げ，各種設備等の科目別単価の傾向が掲載さ

図１ 延べ床面積と総工事費の関係（関東・東京圏：分譲マ
ンション）出典：「JBCI２０１４」（建設物価調査会）
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れ，さらに建物規模と科目別単価との関係を分析し
た数式により工事費が推計できるシミュレーション
機能がインターネットで提供されている。マクロ的
ではあるが，その簡便さから原価法の概算ツールと
して不動産鑑定士にも多用されている。

このように原価に対応した価格情報は，資材等の
詳細なものから，科目別単価のようなマクロ的なも
のまで幅広く提供されているので，目的に応じて選
択し，利用することが大切である。

４． 建築積算の基本的ルールと職能

再調達原価の主体となる総工事費は，多くの資材
や施工に関する数量と単価を集計して求められてい
る。その一連の業務を“積算”と称するが，数量の
計測方法や単価の設定方法を個人的な判断で行うと
統一性が失われ，総工事費やその内訳の妥当性を客
観的に評価することが困難となる。そのため，わが
国では積算に関する公的なルールが存在している。

非木造建築については，官公庁と民間の建築関連
団体で合意された積算の基準が定められている。具
体的には数量の計測については，官民合同の「建築
工事建築数量積算研究会」で制定している「建築数
量積算基準」（以下「数量基準」という），内訳書の
作成については，同様に建築工事内訳書標準書式検
討委員会で制定した「建築工事内訳書標準書式」（以
下「標準書式」という）が存在している。

例えば数量基準には，型枠の面積や鉄筋の長さ，
壁の面積から差し引くべき開口部の大きさなど，建
築物の様々な部位に対応した数量計測のルールが記
載されている。また，「設計数量」「所要数量」など
材料ロスの計上方法に応じた用語の使い分けや，
「複合単価」のように材料と労務を含んだ用語など
が明確に定義されている。

一方，標準書式には，コンクリートや型枠，鉄筋
塗装，仕上げなどの職種・工程を集計科目とした
「工種別内訳書式」と，躯体や外部仕上げ，内部仕
上げなど建物の部分を集計科目とした「部分別内訳
書式」などの書式が定義されている。

このような基準に従えば，誰でも近似した数量の
算定や内訳書を作成することができ，統一された価
格表現により，工事費も適切に比較評価することが

可能となる。なお，木造については公式な積算基準
は制定されていないが，数量基準でも，かなりの部
分が対応できるものと考えられている。

再調達原価を精緻に算定するには，このような基
準の存在やアウトラインを把握しておくことが望ま
れる。

５． 建築費指数の活用

不動産鑑定評価では，過去に建設された建物を評
価することが多いために，建築費の時系列的な変動
を知ることが不可欠となる。そのための情報として
建設物価調査会が提供する建築費指数 注4）がある。

この指数は，建築物の工事価格動向の把握を目的
として 1980年から作成されており，様々な用途・
構造による標準指数（19用途）をはじめとして構
造別指数（3種），モデル指数（17用途）及び地域
指数（10地区）で構成されている。

指数は，工事費のウエイトを基準年で固定したラ
スパイレス算式で求められており，そのウエイトは
前述の標準書式に基づいた工事費で構成されてい
る。また，各ウエイトを構成する様々な資材や工事
費の毎月の価格変動は「月刊建設物価」，「季刊建築
コスト情報」のデータ等に基づいている。
図２は東京の工事原価の推移を示した指数による

グラフである。2008年に建築工事に使用する鋼材
価格が急騰したことにより鉄骨造の事務所や工場の
工事原価が大きく上昇しているが，鉄骨価格の影響
を受けない木造住宅は，原価の変動が少ないことが
グラフから分かる。2008年のリーマンショック後
に工事費も下落したが，2011年の東日本大震災か
ら 1年を経た 2012年頃から資材価格や労務費等の

図２ 標準建築費指数（東京：工事原価）の推移２００５年＝１００
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表１ 都市間格差指数（集合住宅：RC）

表２ 都市間格差指数 地域版（２０１３年 集合住宅：RC）

2015総研リポート Vol. 14

21



上昇により再び工事原価も上伸し，集合住宅などは
リーマンショック前の水準を大きく上回っている。

また，表１は東京を基準値とした集合住宅（RC
造）の都市間格差指数を示す。この指数は各地域に
おける資材や工事費等の詳細な価格変動による原価
全体の動向を示しているが，工事費のウエイトが固
定されているため，東京と全く同じ設計仕様による
価格であることに留意する必要がある。なお，都市
間格差指数については，現在，全国約 300地点に対
応した指数の開発を行っており，表２に示すように
47都道府県庁の都市や各地域の主要都市の地域差
も確認できるよう，年度内の公表に向けて取り組ん
でいるところである。

このような指数を活用することにより，特定の地
域や時点において算出された再調達原価を，任意の
時点や地域を補正することが可能となる。

６． 直接法と間接法の価格傾向

原価法の直接法は原価を積み上げて算定する方法
であり，間接法は類似事例を活用する方法である
が，それぞれの方法により算定された価格傾向は必
ずしも一致するとは限らない。
図３は前述の建築費指数に建築資材や労務賃金，

さらには建築着工統計 注5）や JBCIの情報を指数化
させて対比したものである。

建築費指数は，資材や工事費を積み上げて作成し
た指数なので直接法による価格傾向を示すことがで
きる。一方，JBCIは実際に契約された取引事例に
基づいているので，間接法に近い価格傾向を示す
が，その原価は資材等を理論的に積み上げただけの
ものではなく，経済情勢や競争性など，契約時に想
定された市場原理も大きく寄与しているので，直接
法と比較すると，より市場性が強くなる傾向にあ
る。このことから，建築費指数は建築物に投入され
る原価による Input Cost Index，JBCIによる指数は
算出された契約価格による Output Price Indexの性
格を帯びたものと考えることができる。

図３ 各種指数の比較
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７． まとめ

スクラップアンドビルドを繰り返していたこれま
での時代は，建築物に対する不動産的価値の認識が
土地と比較して少なかったかもしれない。しかし，
これからの不動産鑑定評価においては，上物評価の
重要性が，ますます高まるものと考えられる。

本稿に記したように，そのために必要な情報や技
術は，既に建築積算の分野で整備されているので，
実務ではこれらの情報をぜひ参考にしていただけれ
ば幸いである。

翻って欧米の先進国では，従来から建築物の不動
産的価値が高く評価されており，価格評価のための
技術や職能制度，組織等の充実が図られている。
1868年に設立された英国の RICS（Royal Institu-

tion of Chartered Surveyors）は，不動産や建築分野
の鑑定評価やコストマネジメント等に関する国際的
な職能団体として知られているが，現在では（公社）
日本不動産鑑定士協会連合会や（公社）日本建築積
算協会などが RICSとの提携団体として会員資格等
の相互認証を行っている。今後は，不動産ビジネス
のグローバル化と共に，不動産と建築コストとの関
係がより密接になることも予想されることから，複
雑な案件等に関しては，不動産鑑定と建築積算それ

ぞれのプロフェッションを持つ専門家同士のコラボ
レーションによる業務展開も考えられるのではない
だろうか。

参考文献
1）不動産鑑定評価基準：国土交通省 2014．5一部改正
2）橋本真一：原価法による再調達原価算定の精緻化に向

けて，住宅新報社「不動産鑑定」第 51巻第 6号 P
40～43 2014．6

注 1）再調達原価は，評価する時点において対象となる不動
産を再調達する場合に必要な原価の総額であり，厳密に
は設計費等も含まれるが，原価の多くは新築時の工事費
が占める

注 2）資材価格は月刊「建設物価」，工事費は季刊「建築コ
スト情報」に掲載。（発行：建設物価調査会）

注 3）JBCI（Japan Building Cost Information）は，建築物の
用途別に契約価格の総額や科目別内訳の分布傾向を示し
た価格情報である。回帰分析による建物規模と工事費と
の関係式も示しており，インターネットによる工事費シ
ミュレーションシステムも提供している。（発行：建設
物価調査会）

注 4）建築費指数は，建設物価調査会ホームページ http:／／
www.kensetu-navi.com／bunseki／shisu_kentiku／にて毎月公表。

注 5）本稿では建築着工統計の工事費予定額を床面積合計値
で除した値を指数化している。
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１． 研究目的

建築工事費は，様々な価格変動要因の影響を受け
て決定される。建設物価調査会（以下“当会”とい
う）では，これまで非木造建築に関する工事費と規
模，構造，地域等との相関性について調査 1）2）3）を
行ってきたが，わが国において膨大な供給量とス
トックを形成する木造住宅については，未着手の状
態であった。そのため，これまで非木造建築の分野
で実施してきた分析手法を応用して，木造住宅の工
事費と価格変動要因との関係を分析した。

調査では，全国から収集した新築木造住宅の工事
費データを用いて，構工法や規模，仕様等に応じた
工事費や単価の傾向を確認した。その傾向を踏ま
え，個票が示す工事費と建物特性（規模，構工法等）
や地域との関係を重回帰分析により得た標準化偏回
帰係数により分析し，工事費に影響を及ぼす要因を
整理した。

また，抽出した価格変動要因を再整理し，建物規
模等の個別性が反映できる概算価格算定のモデル式
も作成した。このような数式は，企画構想や基本計
画段階での概算，あるいは相場的な価格傾向を把握
する上で参考になるものと考える。

なお，本論文は日本建築学会第 30回建築生産シ
ンポジウム（2014年）の論文 4）の内容を加筆修正
したものである。

２． 調査と分析方法

調査と分析は以下の手順により行った。

（１）基礎データの収集，設定
工事費の統計や分析を目的として全国から収集し

た 2012年着工の個人住宅の契約実績データから，
木造住宅の標本を抽出して母集団とした。

（２）工事費単価の傾向
工事費の傾向を把握するため，総工事費や科目別

工事費の単価に関する統計量やウエイトを算定した。

（３）価格変動要因（総工事費）
総工事費および総工事費単価を被説明変数，規模

や仕様，地域，構工法，供給方式等を説明変数とし
て重回帰分析を行い標準化偏回帰係数を得て，工事
費に寄与する変数の抽出と寄与傾向を把握した。

（４）価格変動要因（科目別工事費）
科目工事費についても総工事費と同様の分析を行

い，寄与する変数の抽出と傾向を把握した。

（５）工事費推計式
総工事費に寄与する価格変動要因を再検証し，そ

れらを変数とした工事費推計式を作成した。

３． 基礎データの収集，設定

調査では，工事費と建物特性との相関性を分析す
るために，個人住宅（戸建て住宅）を対象とした工
事費調査 5）のデータを使用した。このデータは地域
や構工法，規模，供給方式等の建物概要 注1）と仕
様・仕上 注2），工事費 注3）で構成されており，それ
らの情報を後述の分析に用いた

調査対象とした構造は木造とし，表１に示すとお

調査研究報告

木造住宅の工事費と価格変動要因に関する研究
経済研究部長 橋本 真一

技術研究課 主任研究員 丸木 健
技術研究課 主任研究員 村田 裕介

表１ 調査対象データの概要
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り総工事費およびその内訳となる科目工事費が確認
できる 279件の標本を分析の母集団とした。

４． 建物概要の傾向

調査対象となる木造住宅の標本数 279件のうち，
191件（68.5％）が木造軸組工法によるものであり，
分析する工事費は木造軸組工法の影響を強く受ける
ことから，まずその工事費単価（延べ床面積当たり
の単価）の傾向を把握した。

（１）総工事費
図１に木造軸組工法の総工事費単価（全国値）の

分布を示す。中央値 166千円／m2，平均値 172千
円／m2 であり，高額物件の影響で平均値はやや高め
となっている。

また，表２に各地域別平均値を示す。沖縄は標本
が得られなかった。関東と近畿が 18万円以上と全
国的に高値を示し，中部，北陸，九州も 17万円前
後を示す。一方，サンプル数は少ないが北海道や東
北，四国は 15万円前後の低い値となっている。

さらに，表３は供給別の価格傾向を示す。標本の
多くは注文建築であり，建売建築の標本数は少ない
が，平均値は注文建築 177千円／m2 に比べて 134千
円／m2 と低い水準にある。

（２）科目別単価の傾向
図２に科目別単価の分布傾向を示す。
科目単価の平均値と構成比を比較すると，木工単

価が 48.4千円／m2（28.9％）と最も高く，ばらつきも
大きい。 次いで仕上単価が 31.0千円／m2（18.5％），
設備単価が 24.4千円／m2（14.6％）の順であった。

また，表４は仕上，表５は設備の内訳となる平均
単価と構成比を示す。仕上単価は，内外装単価が
19.1千円／m2（35.8％）で最も高い。次いで木工事
（仕上造作）18.1千円／m2（33.8％）と続くが，そ
れ以外の単価は 1～3千円／m2 の水準にある。 一方，
設備は衛生 12.1千円／m2（51.6％），電気 7.3千円／
m2（31.1％），暖冷房空調 4.0千円／m2（17.3％）の
順となっており，衛生設備系の価格割合が大きい。

なお，ここでは木造軸組工法の単価の傾向を示し
たが，構工法に関しては，主に木工事の科目と密接

な関係にあり，それ以外の屋根や仕上げ，設備等の
工事科目金額に関しては，関連性が少ないものと考
えられる

５． 価格変動要因（総工事費）

（１）変数の設定
価格変動要因の分析に際しては，総工事費および

延べ床面積当たりの総工事費単価を被説明変数と
し，変動要因となる説明変数には規模，仕様，地

図１ 総工事費単価の分布（木造軸組工法）

表２ 地域別総工事費単価の傾向

表３ 供給方式別総工事費の傾向

図２ 科目別単価の分布（木造軸組工法）

表４ 仕上げ単価の傾向

表５ 設備単価の傾向
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域，構工法等，工事費に影響を及ぼすと考えられる
一般的なデータを用いた。表６に分析に用いた各変
数の内容を示す。分析に際しては，建物形状，構工
法，仕上，木材産地等の数量化できない変数について
はダミー変数とし，表中に示す内容を基準値とした。

推計式は［1］［2］式のとおりであり，重回帰分析に
より得た偏回帰係数を標準化した標準化偏回帰係数
や P値により，工事費や単価に寄与する変数の把
握と有意性等の価格変動傾向を確認した。

y＝a＋b1・x1＋b2・x2＋…＋C1・D1＋C2・D2＋…＋ ［1］

y：工事費（円），または単価（円／m2），a：定数項，

b1～：係数，C1～：係数ベクター，：誤差項

x1～：目的変数，D1～：ダミー変数

b’i＝ bi
�
Sii ／ S’yy ［2］

b’i：標準化偏回帰係数 bi：偏回帰係数

（２）価格変動要因の傾向
表７に標準化偏回帰係数の分析結果を示す。以

下，P値（有意確立）5％ 以下の説明変数と工事金
額・工事単価との関係や考察を記す。

①工事金額
規模に関する要因としては，建築面積や地上階数

がそれぞれ正に有意であり，かつ順位も高いことか
ら，総工事費の金額に大きく寄与していることが分
かる。また，建物の平面形状も金額に寄与してお

り，複雑な平面形状は割高になる傾向にある。
仕様では，柱材種，外壁仕上，住宅性能表示など

が有意な関係にある。柱材種は基準値のスギに対し
て輸入材は負に有意であり，安値となる傾向にあ
る。また，モルタル系の外壁は正に有意であり，サ
イディングよりも割高の傾向にある。

供給方式も順位が高く，建売建築は負に有意であ
り注文住宅よりも安値傾向にある。また，地域も金
額に影響を及ぼしており，基準値の関東に比べ，他
地区は全て負に有意であり安値傾向にある。これら
供給方式や地域の価格特性は，前述の工事費単価の
傾向でも確認したところであるが，係数においても
その影響度合いを明確に読み取ることができる。

②工事単価
延べ床面積当たりの工事単価に寄与する要因の傾

向は，工事金額とは異なるものもある。
規模では，地上階数や建築面積が負に有意であり

2階建てや建築面積の大きい住宅の単価が下がる傾
向にある。屋根や基礎工事等の延べ床面積当たりの
費用負担は，平屋よりも 2階建てのほうが少なく，

表６ 変数の内容 表７ 総工事費の標準化偏回帰係数
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また，建築面積のスケールメリット等が寄与してい
るものと考えられる。

仕様では，柱材種，外壁仕上，住宅性能表示など
が有意な関係にあり，それぞれの要因による単価変
動の傾向は工事金額の時と同様である。

供給方式は工事金額の分析と同様に順位が高く，
負に有意である。また，地域も同様であり，基準値
の関東に比べ，他地区は全て負に有意であり安値傾
向にある。

以上，総工事費は，金額では建築面積や柱材種，
供給方式，地上階数などの変動要因が上位を占め，
とくに建築面積のような規模の要因が大きく影響を
与える。一方，単価では地域，供給方式，柱産地・
材種が上位を占めており，地域や仕様の影響が金額
に比べて大きくなっていることが分かる。

６． 価格変動要因（科目別工事費単価）

科目別工事費は金額と単価双方について各説明変
数との関係を分析した。決定係数（R二乗）の値は，
単価よりも金額の分析値の方が高い値が示された
が，本稿では規模以外の要因の寄与度合いに重点を
置き，単価に着目した結果を記す。なお，地域や着
工年の要因は，原材料や労務等の地域や時点などに
よる原価の差異が反映される可能性が強く，規模や
仕様等の個別的要因とは分けて考える必要があるこ
とから，ここでの考察からは除外する。

（１）建築工事
表８に建築工事とその内訳となる主な科目別工事

費単価の上位 11位までの標準化偏回帰係数を示す。
参考に総工事費単価の順位別係数も併記した。

建築工事は工事費のウエイトが高いため，概ね総
工事費単価分析と類似した価格変動要因が見られる
が，建築面積や階数，平面形状の順位が総工事費単
価よりも上位を占めている。

次に建築工事の内訳となる科目単価に寄与してい
る要因の主たる変数の傾向をみる。

基礎は階数，建築面積などが寄与しており，これ
らは負に有意となりスケールメリットが覗える。柱
材種や外壁仕上も寄与しているが，基礎に直接関係

する要因とは考えにくいため参考とする。
一方，木工は地域や柱材の産地，材種が寄与して

おり，供給方式（建売）が負に有意な傾向も木材の
仕様への影響と考えられる。

屋根は屋根仕上が最も高い係数を示している。地
上階数も負に有意であり，2階建ての屋根工事費は
平屋に比べて割安になる傾向にある。しかし，柱材
種なども寄与しており，その因果関係は不明である。

建具は柱材種や住宅性能との関係が見られ，断熱
サッシなどの利用が考えられる。

仕上は，建築面積や柱材種，供給方式などが寄与
している。値は負に有意であり，仕上げ面積のス
ケールメリットや建売住宅の仕様などが単価に影響
を与えているものと考えられる。

（２）設備工事・諸経費
表９に設備工事とその内訳，および諸経費の標準

化偏回帰係数を示す。
設備工事全体は，柱の産地や材種，供給方式など

との寄与が確認できるが，このことは建物のグレー
ドと設備グレードとの相関性を覗わせる。しかし，
調査データからは明確な関係は把握できなかった。
一方，住宅性能やエコポイントなどが正に有意と
なっており，住宅性能に設備が大きく関係している
ことが分かる。

設備工事の内訳となる科目単価傾向としては，電
気は設備工事全体の傾向に近いが，衛生では建築面
積や階数などの規模的要因が負に有意であり上位に
位置している。これは，トイレや浴室など水回り関
連の衛生機器や配管は住宅の規模に関わらず，一定
の個数が設置されているため，規模によるスケール
メリットが生じたものと考えられる。

空調は，柱材種との関係が見受けられるが明確な
理由は不明である。

諸経費は，柱の材種や産地との関係が見られるが
これらは有意な関係ではない。また，屋根や外壁の
寄与も確認できるが明確な理由は読み取れない。一
方，供給方式は負に有意であり建売経費の低いこと
が覗える。
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表８ 科目単価（建築）の標準化偏回帰係数

表９ 科目単価（設備・諸経費）の標準化偏回帰係数
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７． 工事費推計式（総工事費）

これまでの各要因が工事費に及ぼす影響を踏まえ
た価格推計式を検討した。

推計式は少ない変数で有意な結果が得られるよう
考慮し，規模や建物形状，供給方式，仕様，地域等
の変数を総工事費や各科目工事費ごとに数パターン
設定して試算した。その結果，総工事費に関して
は，金額および単価双方を説明できる下記数式を得
た。決定係数（R二乗）は，総工事金額 0.7414，総
工事費単価 0.4325である。

数式から推計された値と実勢値との関係図を図
３，４に示す。推計式は実勢値に対して低い値では
高め，高い値では低めに算定される傾向にある。

y＝ a＋ b1・x1＋ b2・x2＋C1・D1＋C2・D2＋C3・D3

＋C4・D4＋C5・D5＋C6・D6＋C7・D7＋  ［3］

y：総工事費金額（円），または総工事費単価（円／m2）

a：定数項，b1～b2：係数

C1～C7：係数ベクター，：誤差項

x1：建築面積，x2：上階比率 注4）

D1：平面形状ダミー，D2：供給方式ダミー，

D3：外壁仕上ダミー，D4：屋根仕上ダミー，

D5：柱産地ダミー，D6：地域ダミー，D7：着工年ダミー

８． まとめ

調査では規模や建物形状，外壁・屋根・柱材等の
仕様，地域など様々な価格変動要因が工事費に及ぼ
す傾向を科目別に把握することができた。特に供給
方式や住宅性能表示，エコポイントなど，これまで
感覚的に捉えていた価格変動要因と工事費との関係
を明確に示すことができ，それらの情報は，個別性
の強い木造戸建て住宅のコストマネジメントに役立
つものと考える。

工事費単価と説明変数との関係は，スケールメ
リットなど経験的に理解できるものも多いが，因果
関係の推測が困難な変数も散見される。実際の契約
価格は多岐に亘る価格変動要因が作用しており，科
目レベルの決定係数は必ずしも高いものではない。

本稿では総工事費推計式の例を示したが，今後は
科目別の推計式も詳細に分析し，より個別性に応じ
た概算価格推計の精度向上を図っていきたい。

参考文献
1）橋本真一，丸木健：契約価格情報からみたマンション

工事費の価格変動要因と工事費推計に関する研究，
日本建築学会第 28回建築生産シンポジウム P 181～
188，2012．7

2）橋本真一，丸木健：老人福祉施設における工事費の傾
向と価格変動要因に関する研究，日本建築学会第 29
回建築生産シンポジウム P 69～76，2013．7

3）橋本真一，丸木健：契約実績データからみた事務所の
工事費変動要因に関する研究（その 1：建築工事）（そ
の 2：設備工事，諸経費，総工事費），日本建築学会
2012年度大会（東海）学術講演会梗概集 建築社会
システム P 43～46，2012．9

4）橋本真一，丸木健，村田裕介：木造住宅の工事費と価
格変動要因に関する研究，日本建築学会第 30回建築
生産シンポジウム P 63～68，2014．7

5）建設物価調査会：「個人住宅工事費の価格傾向に関する
研究」報告書，2014．3

注 1）建物概要では構工法，所在地，立地環境，供給方式，
設計者属性，工期，法定延床面積，地下面積，建築面
積，敷地面積，階数，軒高，個室数，LDK形式，付帯
施設の面積，建物形状（①平面形状 ②立面形状），屋
根形状，軒先，住宅性能表示制度・長期優良住宅の認定
状況，住宅エコポイントの利用状況 等について調査を
行った。

注 2）仕様・仕上では，屋根，外壁の仕様や，木造構造材の

図３ 推計値と実績値の関係（総工事金額）

図４ 推計値と実績値の関係（総工事費単価）
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産地，品種，材種について調査を行った。
注 3）工事費では契約時の総工事費とその内訳科目（仮設，

基礎，木工，屋根，建具，仕上，設備（電気・衛生・空
調），経費査等の調査を行った。

注 4）X 2の変数として上階比率という係数を設定したが，
これは延べ床面積を建築面積で除した数値であり，2階

建ての場合の階数と上階面積割合を示したものである。
即ち，1以上の値であれば複数階を持つ住宅となり，そ
の値の増加により上階の面積比率も示せるものとなる。
上階比率と階数の変数をそれぞれ比較した結果，上階比
率を用いた場合の数式の相関性（決定係数 R二乗）が
向上したため，本稿では上階比率を変数として用いた。
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表１ 調査工事科目

表２ 改修目的の区分

Ⅰ． 調査概要

１． 調査研究の目的
我が国の建築市場はストック活用の時代へと移行

し，改修工事に関する価格情報のニーズが強くなっ
ている。

そのため，当会では，改修工事の実施状況や価格
傾向等をマクロ的視点で調査・分析することによ
り，改修工事の概算に資する情報を得ることを目的
として平成 14年度より本研究を開始した。本稿は
第 6回目の調査結果の概要をまとめたものである。

２． 調査方法
建物用途は，改修工事に関する施工環境や仕様等

が比較的共通している集合住宅（マンション）を対
象とし，アンケート調査票を設計事務所，総合建設
会社，管理会社等に配布し，回答のあった調査項目
を集計・分析した。

３． 調査項目
（１）建物概要

建物の「供給方式」，「竣工年」，「規模（延床面積・
階数）」，「構造」，「戸数」，「工期」，「建物形状」，
「共用廊下形式」，「平均的な住戸面積」等を聞いた。

（２）工事費
調査対象とした工事科目を表１に示す。金額は契

約価格の内訳として示されたものであり，消費税は
除く。

（３）診断・設計・監理業務
診断・設計・監理業務の発注方式や，その費用計

上方法を問い，工事費とは別に業務費を考えられて
いる場合は，その内容と金額を聞いた。

（４）主な仕上
改修工事は既存仕上の変更も伴うため，「屋根」，

「バルコニー床」，「開放廊下・階段床」，「外壁」を
対象に，改修前後の仕上の仕様を聞いた。

（５）施工範囲
工事の施工範囲を，「全体」「一部（50％ 以上）」

「一部（50％ 未満）」「専有部共」の 4つに区分し
て，その内容を聞いた。

（６）改修目的
建築については，各科目の改修工事の目的を，表

２に示すように「補修」，「修繕」，「改良」の 3つに
区分して，その内容を聞いた

（７）施工数量
施工面積や施工箇所などの施工数量を聞いた。

（８）前回改修時期・改修回数
前回改修工事を実施した時期（年数）と改修回数

を聞いた。

（９）実施内容
「屋根」，「床」，「外壁」，「ドア・サッシ」，「設備・

外構」にて実施した工事の内容や撤去範囲を聞いた。

調査研究報告

改修工事（集合住宅）のマクロ的価格傾向に関する研究（その 6）
前 経済研究課 主任研究員 西方 史子

経済研究部長 橋本 真一
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表３ アンケート調査概要

４． 調査の実施と件数
調査概要を表３に示す。

Ⅱ． データ集計方法

１． 建物概要の集計
（１）建物基本情報

各供給方式の件数と構成比を集計し，建物所在
地，立地環境，竣工年，管理開始年について，件数
と構成比を供給方式別に集計した。

（２）建物規模
棟数，戸数，延床面積，建築面積，敷地面積，地

上階数，地下階数，平均住戸面積，付帯施設割合に
ついて，件数と構成比を供給方式別に集計した。

（３）建物タイプ
主構造，平面形状，立面形状，共用廊下形式，間

取りタイプについて，件数と構成比を供給方式別に
集計した。

２． 工期の集計
工期の集計を供給方式別に行った。

３． 工事費の集計
（１）単価の算定

工事費の傾向を把握するために用いた単価を表４
に示す。各単価の件数，平均値，標準偏差，四分位
数（25％ 値，中央値，75％ 値）を算定した。

（２）ヒストグラムの作成
各単価のヒストグラムを作成し，全体の分布傾向

を確認した。

（３）集計表の作成
下記の①～②の設問で得た情報は工事費に影響を

及ぼすことが考えられる。したがって，設問の区分
別に価格差が生じているかどうかを検証し，価格差
が見受けられた項目は，集計結果に加えた。

①仕上げの変化
「屋根」，「バルコニー床」，「共用廊下・階段床」，

「外壁」は，改修前，改修後の仕上の種類ごとに集
計し，値差を検証した。サンプルが少数の項目は集
計から除外した。

②実施内容
「屋根」について「実施内容」の区分毎に単価を

集計し，値差を検証した。「床」については撤去の
有無について確認した。

４． 改修目的の集計
「補修」，「改修」，「改良」の目的区分ごとに，件

数と構成比を集計して傾向を確認した。

５． 改修周期の集計
改修周期は件数，平均値，標準偏差，中央値を集

計し，改修回数，供給方式別に傾向を確認した。

６． 仕上材の変化の集計
「屋根」，「バルコニー床」，「開放廊下・階段床」，

「外壁」については施工前後の仕上材の変化の傾向
を確認した。

７． 診断・設計・監理費の傾向
診断・設計・監理費業務の費用について傾向を確

認した。

表４ 単価の種類
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Ⅲ． 調査結果

１． 建物概要の傾向
表５―１に建物基本情報，表５―２に建物規模，表

５―３に建物タイプの最頻値と主な傾向を示す。

表５―１ 建物基本情報の最頻値と主な傾向

表５―２ 建物規模の最頻値と主な傾向

表５―３ 建物タイプの最頻値と主な傾向
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２． 工期の傾向
図１に全データの工期と戸数の関係を示す。図中

の中央の線は工期と戸数との相関を示す回帰式によ
る線であり，その上下には標準偏差の幅を示す線を
描いた。戸数 100戸工期 5ヶ月の付近にデータが集
中しており，戸数 100戸を超えるあたりから工期が
延びている傾向がみられる。データには複数の棟数
を行っている工事で，工期が 1年を超すものも見ら
れている。

３． 工事費の傾向
工事科目で最も件数が多かった「外壁計」（外壁

シーリング，外壁タイル，外壁塗装吹付の合計値）
の戸当単価のヒストグラム，散布図，箱ひげ図，集
計値の事例を図２に示す。

戸当単価の中央値は 269.2千円／戸で，四分位数
の範囲は，189.4～351.6千円／戸である。

各単価のヒストグラムからは，単価は正規分布に
近いことが確認でき，戸当単価 180.0～300.0千円／
戸に集中していることが読み取れる。

なお，単価は広範囲に分布しており，改修工事特
有の個別的要因に対応する単価としては必ずしも十
分ではないことに留意する必要がある。

各科目の戸当単価の件数，中央値，四分位数を表
６～１２に示す。

図２ 戸当単価のヒストグラム，散布図，箱ひげ図，集計値

図１ 工期と戸数の傾向
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・主な工事費の傾向
科目別に戸当単価の中央値を比較すると，建築工

事では，外壁計が 269.2千円／戸で最も高く，続い
て床防水計が 135.5千円／戸，屋根防水が 72.8千円／
戸であった。

設備では，給水管が 181.7千円／戸，排水管が
154.1千円／戸と配管類の改修工事が高い傾向にあっ
た。また，仮設計も 171.0千円／戸と高く，諸経費
率は直接工事費の 10.2％ であった。

表６ 工事費の傾向（仮設）

表７―１ 工事費の傾向（屋根）

【単価に関する留意点】
改修工事は，設計内容はもとより，既存建物の劣化

状況や施工条件など，多岐に渡る個別的要因が工事費
に影響を与えているため，広範囲に単価は分布してい
る。

本研究では四分位数（25％ 値・中央値・75％ 値）
の単価を表示したが，これらの単価は，分布状況を把
握する目安として考え，範囲以外の単価も諸事情によ
り存在することを十分留意する必要がある。

実務では，このような改修工事費の特性を踏まえ，
対象建築物の現状や過去の取引実績値等を十分考慮の
上，適宜単価を設定されたい。
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表７―２ 工事費の傾向（床）

表７―３ 工事費の傾向
（外壁，塗装，建具等，共用内部，その他）
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表８ 工事費の傾向（設備工事，機械）

表９ 工事費の傾向（設備工事，電気・昇降・消防）

表１０ 工事費の傾向（外構）

表１１ 工事費の傾向（耐震工事）

表１２ 工事費の傾向（その他）
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４． 施工範囲，改修目的の傾向
主な科目の施工範囲，改修目的の傾向を表１３に

示す。
改修工事の施工範囲をみると，建築工事は，「全

体（全住戸）」に対する工事がほとんどを占めてお
り，専有部工事を共に行うケースはなかった。一
方，設備工事は，一部住戸に対する改修工事の割合
が若干増え，排水管では一部（50％ 未満）の工事
が 46％ を占めた。専有部工事を共に行うケースも
見られる。

単価の変動要因と考えられる改修目的は，新築当
初のレベルまで性能を回復する「修繕」が最も多く
の割合を占めている。

５． 改修周期の傾向
各科目の改修周期の件数，平均値，中央値を，建

築は表１４，設備は表１５，外構は表１６に示す。
建築の主な科目である屋根，床，外壁，塗装等

は，概ね 12～14年であり，改修回数が多くなると
周期は短くなる傾向にあった。

設備については，大半が 23～34年と建築と比較
すると周期は長かった。

外構は，概ね 15～16年の周期であった。

表１３ 施工範囲，改修目的の傾向

表１４ 改修周期の傾向（建築）
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６． 仕上材の変化の傾向
屋根，バルコニー床，開放廊下・階段床，外壁の

仕上の変化の傾向を，表１７―１～４を示す。
屋根は改修前後ともに露出アスファルト防水が多

く，バルコニー床はモルタル塗りをビニル床シート
または防水塗り床に改修する工事が多く，開放廊下
は改修前後ともにビニル床シート，外壁は改修前後
ともに複層仕上塗材が多かった。

表１５ 改修周期の傾向（設備）

表１６ 改修周期の傾向（外構）

表１７―１ 仕上材の変化（屋根）

表１７―２ 仕上材の変化（バルコニー床）
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７． 診断・設計・監理業務の傾向
診断・設計・監理費の発注方法の傾向を表１８―１，

設計施工一括で発注されている場合の工事費の考え
方を表１８―２，単価の傾向を表１８―３に示す。

施工と分離発注している工事が 57.4％ を占め，
一括発注の場合は診断費等を含めているものが 76.9
％あった。診断・設計・監理費計の中央値は 40.0
千円で，総工事費に対する割合の中央値は 4.37％
であった。

表１７―４ 仕上材の変化（外壁）

表１８―１ 診断・設計・監理業務の発注方式の傾向

表１８―２ 診断・設計・監理業務の計上方法

表１８―３ 診断・設計・監理業務の単価の傾向

表１７―３ 仕上材の変化（開放廊下・階段床）
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Ⅳ． 考察と今後の課題

本研究では多くの方々のご理解とご協力により，
集合住宅改修工事の実施状況や工事費の傾向を知る
ための貴重なデータを収集することができた。

集計したデータの主な傾向は以下のとおりである。

・建物概要
収集したデータは 243件で，分譲が 205件で全体

の 85.4％ を占め，賃貸（公営公社等）は 11件で 4.6
％，社宅は 6件で 2.5％，賃貸（民間）は 18件で 7.5
％であった。分譲と比較すると，賃貸（公営公社等）
は竣工年が古く，建物規模が大きい。社宅は竣工年
が賃貸（公営公社等）と同様に古いが，規模が小さ
い傾向にあった。

・工期
工期は戸数が 100戸を超えると増加する傾向にあ

り，4～7ヶ月で全体の 71.1％ を占めていた。設備，
土木・外構などの工事を伴わない外壁塗装工事を実
施した場合は，5ヶ月以上のデータはほとんど見受
けられなかった。

・工事費
工事費は，延床単価，戸当単価，施工単価の平均

値，標準偏差，中央値，四分位数を集計して，ヒス
トグラム等を作成し，単価の分布状況や傾向を確認
することにより，集合住宅の改修工事に関する客観
的な価格情報を得ることができた。

・改修目的，実施内容
改修目的，実施内容を集計し，科目別の傾向を確

認することができた。

・改修周期
改修周期は，建築の主な科目である屋根防水，バ

ルコニー床防水，開放廊下・階段床等，外壁塗装
等，鉄部塗装等は概ね 12～14年であり，改修回数
が多くなると周期は短くなる傾向にあった。設備に
ついては，26～35年と建築と比較すると周期は長
かった。

・仕上材の変化
仕上材の変化では，改修前後の仕上材の変化の傾

向を確認することができた。

・診断・設計・監理業務
診断・設計・監理業務は，施工と分離発注してい

る工事が全体の 57.4％ を占め，一括発注の場合は工
事費に含まれている工事が全体の 76.9％ であった。

このように，今回の調査から，単価の傾向や分布
状況，単価と規模との相関性，撤去範囲や戸数によ
る単価差など改修工事費の概算データを研究する上
で，貴重な結果を得ることができた。また，改修周
期や仕上材の変化など，改修工事を計画する上で不
可欠な情報についての実態を知ることができた。

改修工事は様々な要因が複合的に作用して単価に
影響するため，データが広範囲に分布しており，新
築のような汎用性のある単価の絞込みは困難である
が，今回の集計結果が客観的に改修工事費を評価す
る参考資料として役立てば幸いである。

良質な建築ストックによる社会資本整備のために
も，今後も継続して調査を行い，各種変動要因に対
応できる単価推計方法や，時系列の動向等の研究を
行う予定である。

本研究に関して多くの関係各位からご意見，ご要
望を受け，研究の充実を図る所存である。
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１． はじめに

建設資材の価格は，価格調査機関により定期調査
が行われ，把握された実勢価格は定期的に刊行され
る価格情報誌でデータが提供される。定期調査は一
般的に 1ヵ月おきに実施される。価格の変動が緩や
かな時期には問題とはならないが，価格が大きく変
動するような時期には，定期調査の実施間隔である
1ヵ月間の途中時点であっても，定期刊行物の価格
と実勢価格との間に乖離を生じることとなる。

その問題の解消に向けて，有森・村田 1）により市
況気配を用いた建設資材価格予測モデルが提案され
ている。このモデルは，1ヵ月おきにデータが提供
される資材価格について，新しいデータが提供され
るまでの途中時点での価格推定を目的としている。
資材価格は次の定期調査時点まで直線で変動すると
仮定し，途中時点の価格は 1ヵ月先の価格の予測値
をもとに内挿して求めようとしたものである（図１）。

このモデルを用いて，有森・村田 1）が行った異形
棒鋼の 1ヵ月先の価格予測の事例では，良好な推定
精度が得られている。しかしながら，このような方
法で，なぜ予測が可能であるのか，また，なぜ良好
な推定精度が得られるのか，その理由については，
十分な言及は行われていない。

本研究では，市況気配を用いた建設資材価格予測
モデル 1）における予測の仕組みについて考察を試み
た。本報は，その結果について報告するものである。

２． 市況気配を用いた資材価格の予測モデル

市況気配を用いた資材価格の予測モデルは，資材
価格に係る現在月の定期調査から次月の定期調査ま
での間における価格変動を推定するものである。そ
の手法は，先月から現在月までの資材価格の変動率
（直近変動率）と現在月で推定された当該資材に係
る市況気配（市況気配による変動率）を用いて次月
の価格を予測するものである。図２は，この予測モ
デルにおける資材価格予測の概念を示したものであ
り，予測値は，直近変動率と市況気配による変動率
が加重平均された変動率から求められる。

ここでいう市況気配とは，現在月以降に向けた市
況動向について現在月の時点で把握された情報であ
り，「弱含み」，「横ばい」，「強含み」の 3つで示さ
れる。

市況気配に関する情報は，定期的に刊行されてい
る「建設物価 2）」などの価格情報誌に掲載されてい
る。その他，経済誌や業界誌などの情報から独自に
検討する手法も考えられる。また，株価の変動を予

図２ 市況気配を用いた資材価格予測の概念図図１ 内挿による途中時点の価格推定

調査研究報告

市況気配を用いた建設資材価格予測モデルにおける
予測の仕組みに関する考察

前技術研究部長 有森 正浩
主任研究員 村田 裕介
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想する手法として，グランビルの法則をもとに，実
績価格と移動平均値の乖離状況から，変動パターン
の転換を予測する手法などがあり，それらを応用し
た方法なども検討の余地があると考えられる。

市況気配に関する情報を得るには，さまざま方法
が考えられるが，今回の検討では「建設物価 2）」に
掲載された市況気配（図３）を用いた。以下では，
市況気配が，「弱含み」のとき資材価格は下落，「横
ばい」のときは横ばい，「強含み」のときは上伸す
るものとして扱っている。

この予測モデルにおける計算式を以下に示す。
Pt＝Pt-1＋Pt-1×U ／ 100 …………………………（1）
U＝ ×U1＋（1－）×U2 ……………………（2）

（1）式に（2）式を代入すると次の（3）式のように整理
される。
Pt＝Pt-1＋Pt-1×｛×U1＋（1－）×U2｝／100…（3）

このとき，
U1＝（Pt-1 ／Pt-2－1）× 100 ………………………（4）
U2 は市況気配が，

弱含みのとき U2＝w1…………………………（5）
横ばいのとき U2＝w2（＝ 0）…………………（6）
強含みのとき U2＝w3…………………………（7）

ここに，Pt：現在月から 1ヵ月先の資材価格の予測
値（資材価格の単位），Pt-1：現在月の資材価格の実
績値（資材価格の単位），Pt-2：現在月から 1ヵ月前
の資材価格の実績値（資材価格の単位），U：重み
つき平均変動率（％），U1：直近変動率（％），U2：
市況気配による変動率（％）である。U，U1，U2

は 1ヵ月当たりの値である。
，w1，w2，w3 は予測モデルのパラメータで，

は直近変動率の重みを与える係数，w1，w2，w3 は市
況気配による変動率である。w1 は解析期間中にお
ける平均の下落率でありマイナスの値となる。w2
は横ばい時の変動率（＝ 0），w3 は解析期間中にお
ける平均の上伸率である。

パラメータの値は，資材価格の予測値が実績値に
近づくまで値を変えて試算を繰り返すことにより決
定される。ただし，w2 は市況気配が横ばいのとき
の変動率であり，その値は常に 0である。したがっ
て，試算によって決定されるパラメータは，，
w1，w3 の 3つである。

このときの試算は，（8）式に示す平均相対誤差 RE
が最小値となるように，各パラメータの値を調節し
ながら行う。

今回の検討では，パラメータの有効桁数は 4桁と
し，平均相対誤差 RE の小数以下 5桁目が変化しな
くなるまで試算を繰り返すことにより最適値を確認
した。

RE＝ 1
n

n


t＝ 1

｜Pc，t－Po，t｜／Po，t …………………（8）

ここに，RE：平均相対誤差，n：データ数，Pc，t：
予測値，Po，t：実績値である。

３． 資材価格の予測例

前述２で示した方法を用いて行った資材価格の予
測例として，異形棒鋼（D16 東京都 大口）を対象
とした事例について以下に述べる。

解析の対象期間は，1994年 4月～2014年 9月の
20.5ヵ年で，そのうちモデル同定（パラメータの決
定）期間は，1994年 4月～2011年 3月までの 17ヵ
年，予測期間は 2011年 4月～2014年 9月までの
3.5ヵ年である。異形棒鋼の価格と市況気配には「建
設物価 2）」のデータを用いた。

図３ 「建設物価」における市況の気配の例２）

（２０１４年３月号，記事１より抜粋）
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，w1，w3 の 3つのパラメータの決定では，各パ
ラメータの中から 1個ずつ順番に，平均相対誤差
RE が最小となるよう逐次値を変えていき，最適な
パラメータ値を求めた。例えば，パラメータを小さ
い値から少しずつ増やしていくと RE がだんだん小
さくなっていく。パラメータ値がある値を過ぎる
と，今度は RE が大きくなっていく。RE が谷底に
なるときの値をパラメータの最適値とした 3）。

ただし非線形モデルであるため，一つのパラメー
タが最適値に設定されると，その前に設定された別
のパラメータ値は，その時点で最適値ではなくな
る。このため，上記の作業を何度か繰り返すことに
なる。繰り返すうち各パラメータの値は，あまり変
わらなくなり，最適値に収束していく。

事例として，モデル同定時におけるパラメータ 

の値と RE の関係を図４に示す。
図５は，モデル同定期間（パラメータ決定期間）

における異形棒鋼価格の予測値と実績値を示したも
のである。平均相対誤差 RE は 1.58％，決定係数
R 2 は 0.99で，予測値は実績値によく合っている。
同図には各パラメータの値も併記した。
図６は，モデル同定期間における予測値と実績値

の関係を散布図で示したものである。図には対角線
（1：1の直線）を併記している。価格が高くなる
と対角線からデータが離れる傾向が見られるが，全
体としておおむね対角線上に集まっており，良好な
推定精度であるといえる。
図７は，決定されたパラメータを用いて，モデル

同定期間とは別の期間として，2011年 4月～2014
年 9月までの 3.5ヵ年について行った異形棒鋼価格
の予測結果を示したものである。RE は 1.29％，R 2

は 0.95で，良好な推定精度が得られている。

図４ モデルパラメータ値と平均相対誤差の関係
（モデル同定期間）

図６ 予測値と実績値の関係（モデル同定期間）

図５ モデルの同定（パラメータの決定）
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４． 予測の仕組みに関する考察

４．１ 押す力と引く力の合力
今回検討の対象とした予測モデルでは，予測値は

直近変動率と市況気配による変動率の 2つの変動率
が加重平均された変動率をもとに与えられる。
2つの変動率を加重平均した変動率を用いて資材

価格を予測すると，前述３で述べたように，良好な
推定精度が得られている。しかしながら，このよう
な方法で，なぜ予測が可能であるのか，また，なぜ
良好な推定精度が得られるのか，その理由について
は，十分に説明されているとはいえない。

以下では，今回検討の対象とした手法における，
予測の仕組みの理論的な意味合いなどについて考察
を試みた。

現在月（t-1）における価格 Pt-1 と，価格の直近変動，
市況気配の関係を摸式的に示すと図８のようになる。

今回の予測モデルでは，直近変動と市況気配は，
それぞれ変動率の値で代表させていた。一方，以下
の検討では，直近変動と市況気配は，Pt-1 の値を変
化させようとして，Pt-1 に働く力のようなものであ
ると考え，直近変動による力として Fb，市況気配
による力として Ff を仮定した（図８）。
Fb は過去のデータ Pt-1 及び Pt-2 から決定される情

報であり，Ff は過去の情報から独立した新しい情報
である。ここで，Fb は現在月（t-1）の価格 Pt-1 を過去
から押す力，Ff は Pt-1 を未来の方から引く力とし，
2つの力が釣り合う方向の先に次月 t における価格
Pt があると仮定する。この場合，Pt の予測値は次の
ようにして求められる。

次月 t における価格 Pt は，（t-1，Pt-1）を合力の作
用点とした場合の Fb と Ff の合力の先端（合力の作

用線が時刻 t を通る垂線と交わる点）の高さである。
このようすを摸式的に図９に示す。

このとき，Fb の鉛直方向の高さ Db は次の（9）式
で表される。
Db＝Pt-1× ×U1 ／ 100 …………………………（9）

また Ff の鉛直方向の高さ Df は次の（10）式となる。
Df＝Pt-1×（1－）×U2 ／ 100 …………………（10）

次月 t における価格 Pt は次の（11）式のようになる。
Pt＝Pt-1＋Db＋Df ………………………………（11）

（9），（10）式を（11）式に代入して整理すると次の
（12）式になる。
Pt＝Pt-1＋Pt-1×｛×U1＋（1－）×U2｝／ 100
……………………………………………………（12）

上記の式中の U1，U2 は前述２で示したものと同じ
である。は前述２では U1 と U2 を加重平均する際
の U1 の重み係数であったが，ここでは Fb の水平距
離である。Ff の水平距離は，Pt-1 と Pt の間隔が 1ヵ
月であるから（1－）である。

ここで，上記の（12）式は，前述２の（3）式と同じ

図７ 市況気配を用いた予測モデルによる予測結果

図８ 直近変動と市況気配の関係

図９ 直近変動と市況気配による合力（Fb＋Ff）
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となっている。2つの式が同じであることから次の
ことがいえる。

今回検討の予測モデルは，Pt の予測値は直近変動
率と市況気配による変動率の 2つの変動率が加重平
均された変動率をもとに与えられるとの仮定により
構築されていた。一方，視点を変えて，Pt の予測値
は，現在月の価格 Pt-1 を合力の作用点とする，直近
変動の力と市況気配による力の合力の先端の高さで
与えられると仮定した。それでも予測結果は同じに
なる。

４．２ 自己回帰モデルとの比較
時系列データの予測によく用いられる手法に自己

回帰モデルによる方法がある．自己回帰モデルは，
例えば，次の（13）式のように表わされる．
Pt＝ ＋ ×Pt-1＋  t …………………………（13）

は係数，は定数， t は誤差項である。図１０に
自己回帰モデルによる予測の概念を示す。
図１１は，自己回帰モデルを用いて，2011年 4月

～2014年 9月までの 3.5ヵ年について行った異形棒
鋼価格の予測結果を示したものである。RE は 1.61
％，R 2 は 0.91で，図７に示した市況気配を用いた予
測モデルによる予測結果より推定精度は落ちている。

この自己回帰モデルのパラメータは，1994年 4
月～2011年 3月までの 17ヵ年における実績価格を
用いて回帰分析の手法で決定している。その値は，
が 0.994，が 0.382で， t は無視した。パラメー
タ決定時の RE は 2.44，R 2 は 0.99であった。

今回検討に用いた市況気配による予測方法との違
いは次のように考えられる。
（13）式において，＋ ×Pt-1 は過去の情報をも

とに確定的に定まる部分である。と は予測期間
中常に一定値であり， t を無視した場合，Pt の予測
値の大小の違いは，Pt-1 の値のみに依存する。
 t は過去の情報とは無関係に確率的に与えられる

部分で，ホワイトノイズ（平均がゼロ，分散が一定，
自己共分散がゼロ）と仮定される。自己回帰モデル
では  t のみが新たな情報を与える部分となる 4）。

前述４．１の予測モデルは，直近の変動と市況気配
を加味して Pt の予測を行うものであり，直近の変
動は過去の情報であり，市況気配は将来に向けた新
たな情報である。

自己回帰モデルの場合，新たな情報  t はホワイ
トノイズであり，乱数をもとにして与えられる。

一方，前述４．１の予測モデルで用いた市況気配 2）

は，資材価格の定期調査等を通じて（メーカー，流
通筋，需要家などから）得られた市場における様々
な情報や，社会経済情勢に関する情報をもとにした
人間の総合判断により決定されたものである。これ
らは，両者における手法の異なる点である。

自己回帰モデルによる Pt の予測値は，その大小
の違いが Pt-1 のみで決められる ＋ ×Pt-1 に，乱
数をもとにしたホワイトノイズを加えることにより
与えられる（図１０）。
図９で示した例では，直近増減は上伸であるが，

市況気配は下落である。Pt の予測値は，両者を加味
して求められる。一方，自己回帰モデルでは，Pt が
上伸・横ばい・下落のいずれになるかは，過去の情
報である Pt-1 の値のみで決まる。図１０の事例では
傾きが上伸となる情報しか得られていない。この時
の t-1から t に向けた市況気配が下向きであって
も，その情報は利用されない。これらは，自己回帰
モデルで，予測の精度が劣る結果となった原因の一

図１０ 自己回帰モデルにおける予測の仕組み

図１１ 自己回帰モデルによる予測結果
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つと考えられる。
図１１に示した事例では，ホワイトノイズを加え

ていないが，仮に加えたとしても，例えば，現在月
（t-1）を境にして価格が上伸から下落に反転する
ようなケースでは，ホワイトノイズだけで推定精度
を補うことは難しいと考えられる。

５． おわりに

市況気配を用いた資材価格の予測モデルは，資材
価格に係る現在月の定期調査から次月の定期調査ま
での間における価格変動を推定するものである。

その手法は，先月から現在月までの資材価格の変
動率（直近変動率）と現在月で推定された当該資材
に係る市況気配（市況気配による変動率）を用いて
次月の価格を予測するものである。

このモデルにおける予測の精度は良好であるが，
このような方法で，なぜ予測が可能であるのか，ま
た，なぜ良好な推定精度が得られるのか，その理由
については，十分に説明されているとはいえない。

このため，今回の検討では，市況気配を用いた資
材価格の予測モデルにおける予測の仕組みについて
考察を試みた。

従前とは視点を変えて，まず現在月の価格には，

直近変動の力と市況気配による力の 2つの力が働い
ていると仮定した。そして次月の価格は，現在月の
価格を基点（合力の作用点）とし，直近変動の力と
市況気配による力の合力の先端の高さで与えられる
と仮定した。これらの仮定に基づき，モデルの構築
を試みた。その結果，モデルにおける予測式は，従
前の市況気配を用いた資材価格の予測モデルにおけ
る予測式と同じとなり，両モデルは同一であること
が示された。

また，市況気配を用いた資材価格の予測モデルで
行ったのと同じ期間で，自己回帰モデルによる予測
を試みたが，予測の精度は低下する結果となった。
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１． はじめに

我が国の積雪が生じる地域では，雪は冬期間に貯
えられる春以降の貴重な水資源であり，融雪水は，
都市用水や水力発電，農業用水などに役立てられて
いる。昨今気候の温暖化が叫ばれているが，温暖化
にともない積雪が減少すれば，水資源にも大きな影
響を与える。また，河川流況の変化や流域における
積雪の減少あるいは無雪化は，動植物の棲息環境な
どにも何らかの影響を与えると考えられる。

水資源や環境の問題だけでなく，例えば，山間地
域においてスキー産業は，冬期間の貴重な収入源と
なっている。少雪化によるスキー産業の衰退は，地
域経済にも影響を及ぼす。また都市住民のスポー
ツ，レクリエーションの場の縮小にもつながる。わ
ずかな例をあげたに過ぎないが，少雪化の影響を予
想すれば，さまざまな分野に及ぶものと推測され
る。これらのことから，気候変動と積雪量の変動傾
向の関係を把握しておくことは，今後の適切な対応
を検討していくうえでも重要と考えられる。

西日本の中でも中国地方においては，鳥取県の全
域と島根県，岡山県，広島県の山地部が豪雪地帯特
別措置法に基づく豪雪地帯に指定されている 1）（図
１）。中国地方は全国の豪雪地帯を有する地域の中で
も，最も南に位置した暖地である。このため温暖化
が進行すれば，積雪量も敏感に影響を受けることが
懸念される。一方，積雪に関する調査・研究は北陸
地方以北の地域を中心に行われてきている。中国地
方を対象とした調査・研究はまれである。また積雪
が多いのは山地部であるが，積雪観測所も数少ない
のが実態である。

今回の検討では，鳥取県の日野川流域（図２）を
事例として，菅原 2）の積雪・融雪計方法を用いて過
去 53ヵ年（1961年 10月～2014年 9月）における
積雪の経年変化について推定を試みた。本報では，
それらの結果について報告する。

なお，今回の検討では，気候の温暖化にともなう
積雪量の未来予測ではなく，過去から現在までに生
じた温暖化で，積雪がどのように変化してきたの
か，その状況について推定を試みた。

２． 日野川流域の概要

中国地方では，大きな河川は中国山地を源として
いる。中国山地には，特に高い山では兵庫県の氷ノ
山（標高 1,510 m）と主脈からやや離れているが鳥
取県の大山（標高 1,729 m）がある。これらの山を
除いて高い山といえば 1,000～1,300 mである。冬
期間，標高が 500 mより低いところでも積雪は見
られるが，その量は少なく，年によっては根雪がな
いこともある。標高が 900 m付近より高いところ

図１ 豪雪地帯対策特別措置法に基づく指定地域１）

調査研究報告

西日本の積雪地帯における積雪量の経年変化推定
―鳥取県の日野川流域における事例―

前技術研究部長 有森 正浩

図２ 調査対象流域概要図（鳥取県日野川流域）

西日本の積雪地帯における積雪量の経年変化推定

48



では，毎年たくさんの積雪が見られる。
調査対象とした日野川流域（図２）は，中国地方

最高峰の大山を擁し，流域内の標高差が大きく，高
標高から低標高まで広い範囲の標高で積雪状況の推
定の検討が可能である。調査は，国土交通省の大殿
測水所の上流，流域面積 723 km2 を対象とした。流
域の最低地点は大殿測水所地点で EL.29 m，最高地
点は大山山頂の EL.1,729 mであり，標高差は 1,700
mである。
図３，４は，解析期間中における気象状況を，米

子気象観測所のデータ 3）で示したものである。多雪
期の 1～2月の降水量と平均気温を示しているが，
降水量は減少傾向で，平均気温は上昇傾向で推移し
てきている。

なお，一般的に大都市の場合，都市化の影響によ
るヒートアイランド現象を考慮する必要があるとさ
れる。米子は大都市ではないが，市街地に観測所が

あるので，その影響について何らかのチェックが必
要と考えられる。気象庁では，気温データが大都市
とそれ以外の地域でどのように変化傾向が異なるの
か調査するため，都市化の影響が少ないと見られる
観測点を全国で 17ヵ所選定している 3）。日野川流
域の近傍では，鳥取県の境気象観測所（図２）が選
定されている。
図５は，解析期間中における米子と境の 1～2月

の平均気温の推移を示したものである。気温変化の
傾向は，両者ほぼ同じであり，この季節 （1～2月）
にあっては，米子では，ヒートアイランド現象の影
響は小さいと考えられる。このため今回の検討で
は，ヒートアイランド現象の影響は無視した。
表１は，日野川において過去 42年間（1973～2014

年）にとられた取水制限の実績 4），5）を示したもので
ある。42年間の内 7ヵ年で取水制限が行われてい
る。1973，1978，1982，2005年は，初夏から夏場
にかけての取水制限であるが，最近年の 2007，
2009，2013年では春から初夏にかけての取水制限
となっており，渇水の時期は早まっている。また短
い年数間隔で発生するようになっている。その原因
の一つとして，少雪傾向を直ちに否定することはで
きないだろう。

３． 流域の積雪量推定

３．１ タンクモデルを用いた積雪水量の推定
今回の検討では，日野川の大殿測水所（図２）か

ら上流 723 km2 の流域を対象として解析を行った。
河川の流出や積雪・融雪の解析には，様々な方法が
提案されているが，ここでは菅原 2）のタンクモデル
法と積雪・融雪計算方法により橋本 6）らが同定した

図３ 過去５３年間における冬期（１～２月）の
平均気温推移（米子気象観測所）３）

図４ 過去５３年間における冬期（１～２月）の
降水量推移（米子気象観測所）３）

図５ 米子と境の冬期（１～２月）平均気温の推移３）

表１ 日野川流域における取水制限の実績４），５）
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タンクモデルと積雪・融雪モデルを用いた。近年さ
まざまな手法が開発されてきており，この手法自体
は新規なものではないが，古くからよく用いられて
きた手法であり，取り扱いが容易であることから，
今回採用することとした。
図６にタンクモデルの構造とモデルのパラメータ

を示す。最上段のタンクに降雨と融雪水を加え，蒸
発散を差し引き，各流出孔（横向きの孔）からの流
出量を計算して合計することにより河川の流出量
（河川の流量）を求める。融雪量は積雪・融雪モデ
ルを用いて算定する。このモデルを用いてシミュ
レーションを行うことにより，日野川大殿地点の流
量と大殿地点から上流域の積雪・融雪量を推定した。

モデルによる計算の刻みは日単位であり，1日の
総流出量（m3・d－1）を流域面積（m2）で割った値で
算出される。この値は流出高と呼ばれている。算出
された流出高に流域面積を掛けて，86,400秒で割る
と，その日の平均流量（m3・s－1）が求められる。

モデルのパラメータは，河川流量の計算値を実測
値に一致させることを手がかりにして，試算を繰り
返すことにより求められる。

解析に必要なデータは，河川流量及び気象データ
として日降水量，日最高気温，日最低気温，日照時
間である。河川流量は国土交通省の大殿測水所の
データ（2002年 10月～2012年 9月，10ヵ年）7）を

用いた。気象データには，流域外ではあるが近傍で
必要な観測項目のデータが長期間揃っている鳥取地
方気象台米子気象観測所のデータ 3）を用いた（1961
年 10月～2014年 9月，53ヵ年のデータを使用）。

この他に流域内には 3ヵ所のアメダスと 18ヵ所
の国土交通省の観測点があるが，いずれも積雪が問
題となる高標高にはなく低標高の地帯に集中してい
る。また観測期間も短い年数であるため今回の解析
では使用していない。タンクモデルの計算方法とパ
ラメータの決定方法については，既往の各種書籍・
文献に詳しく書かれておりここでは省略する。以下
では積雪・融雪モデルによる計算方法について述べる。

菅原の積雪・融雪計算方法 2）では解析対象流域
を，標高で等分して 4つの標高地帯に区分する（表
２）。そして，各標高地帯で降水量のあった日の平均
気温が 0℃ 以下の場合，降水は雪になり，0℃ より
高い場合は雨になるものとする。平均気温が 0℃ よ
り高い日には融雪がある。前日の積雪量を当日の降
雪量または融雪量で加減すれば当日の積雪量とな
る。積雪量は雪を融かした時の水量換算値（水深で
表示）である積雪水量として計算される。

冬期間の降水量は，一般的に標高が高くなるに
従って多くなるとされている 2）。各標高地帯の降水
量は降水量観測地点（米子）のデータを割増した値
を用いる。表２には今回の解析に用いた割増率を示
している。この割増率はモデルパラメータの一つで
もあり，タンクモデルの同定時に試算により決定さ
れている。

各標高地帯における計算地点の気温は気温観測地
点（米子）の気温を補正して求められるが，次の（1），

（2）式で計算される。融雪量は（3）式で計算される。
T ＝T0＋ 0.6×（E0－E）／100＋ ………………（1）
T0＝（Tmax＋Tmin）／2 ………………………………（2）

図６ 日野川タンクモデル（大殿地点）６）

表２ 日野川流域における冬期降水量割増率６）
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Sm＝ 6×T＋P×T ／80 …………………………（3）
ここに，T：積雪水量計算地点の日平均気温（℃），
T0：気温観測地点の日平均気温（℃），
Tmax：気温観測地点の日最高気温（℃），
Tmin：気温観測地点の日最低気温（℃），
E0：気温観測地点の標高（m），
E：積雪水量計算地点の標高（m），
Sm：融雪量（mm・d－1），P：降水量（mm・d－1），
（＝－1.5℃）は補正定数である。

毎日の降雪量・融雪量，積雪水量は，標高地帯毎
に標高範囲の中間標高で計算を行う。積雪水量の計
算値に，それぞれの標高地帯の面積を掛けて合計す
ると流域に貯えられた積雪水量の総量（流域積雪水
量）が求められる。また流域積雪水量を流域の総面
積で割ると流域の平均積雪水量（流域平均積雪水量）
が求められる。

３．２ 積雪水量の推定精度
橋本らが同定したタンクモデルを用いて 1961年

10月～2014年 9月の 53ヵ年で河川流出解析の連続
計算を行い，河川流量の実測値 7）のある 2002年 10
月～2012年 9月の 10ヵ年で推定精度を検証した。
河川流量の計算値を実測値と比較すると，10ヵ年
を通した誤差として，日相対誤差の平均値 RE は
0.38，水収支誤差  は 0.04であった。

タンクモデルにおける解析結果の誤差のおおよそ
の許容範囲の上限は，他の河川で同定されたモデル
の 事 例 8），9），10），11）か ら み て，RE で 0.3～0.4， で
0.01～0.3程度と考えられる。今回使用したモデル
はこれらの許容範囲内であり，所要の推定精度は確
保されていると判断した。今回使用したタンクモデ
ルによる河川流量の計算の事例として，2002年 10
月～2012年 9月の 10ヵ年における計算結果を旬平
均流量に整理して図７に示す。

河川の流況が所要の精度で再現されている。した
がって河川の流況に少なからず影響を与える積雪・
融雪量についても，問題のない精度で再現されてい
ると判断される。さらに流域内に積雪の実測データ
があれば，計算値と実測値を比較することにより，
積雪・融雪モデルの推定精度を直接検証することが
できる。

一方では，流域は広く，一般的に雪が深いのは山

岳地であり，積雪の観測地点の数は限られている。
実測値で広い流域の積雪・融雪量の計算値を実測値
と比較して，流域全体の推定精度を検証することに
は限界がある。しかし数少ない観測地点でも，実測
値があれば計算値と比較することにより精度検証を
補強することができる。

日野川流域では，流域の分水界付近にアメダス大
山があり，積雪深が観測されている。積雪水量は雪
を融かした時の水深換算値である。一方実測値の多
くは積雪深のデータである。そのままでは両者を比
較して推定精度を検証することはできない。このた
め積雪水量を積雪深に換算する手法が必要となる。

今回の検討では，モデル同定時に計算された積雪
水量を橋本ら 6），12）の方法で積雪深に換算し，アメ
ダス大山の実測値と比較した。橋本ら 6），12）の方法
は，積雪層を前日までに積もった層と，当日に積
もった層の 2つに分けるだけで解析を行うものであ
り，以下にその内容を記す。

積雪水量の計算値は，アメダス大山と同じ標高
で，前述３．１の（1），（2），（3）式により求めた。図
８は，秋田県のアメダス横手の近傍で雪の密度測定
を行い，積雪の表面からの深さを積雪水量（積雪表
面から累加した積雪水量）に換算した値を縦軸とし，

図７ タンクモデルによる流出解析結果（日野川大殿地点）

図８ 積雪水量と積雪層の平均密度との関係
（秋田県横手市，２０１１．２．１５観測）６），１２）
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積雪表面から縦軸の積雪水量 Sy に相当する深さま
での層の平均密度  y を示すよう，実測値をもとに
作成された図 6），12）である。図８には Sy と  y の回帰
式も併記している。積雪水量の積雪深への換算は，
図８の回帰式をもとにした次の（4）～（8）式により行
う。
Ht＝（Syt／ yt＋ Sft／ n）× 0.1 ……………………（4）
Syt＝ St-1－ Smt………………………………………（5）

Syt≧ 148（mm）のとき
 yt＝（1.418× 10－4× Syt＋ 0.3073）× d ………（6）

Syt＜ 148（mm）のとき
 yt＝（8.951× 10－4× Syt＋ 0.2030）× d ………（7）

ただし（6），（7）式より  yt＜  yt-1 の場合
 yt＝ yt-1 …………………………………………（8）
ここに，Ht：t 日（当該日）における積雪深（cm），

Syt：前日から持ち越されてきた積雪水量（mm），
St-1：前日における積雪水量（mm），Sft：当該日に
降った雪の水量換算値（mm），Smt：当該日におけ
る融雪量（mm）， yt：前日から持ち越されてきた
積雪の密度（mg・mm－3）， yt-1：前日における前々
日から持ち越されてきた積雪の密度（mg・mm－3），
 n：当該日に降った雪の密度，d は補正係数である。
 n（＝0.07 mg・mm－3）と d（＝0.60）はアメダス

大山と同じ標高における積雪水量の計算値を用い，
2002年 11月～2003年 4月（以下「2002～2003年」
のように表記）の 1シーズンについて，積雪深の計
算値が実測値によく合うまで，遂次値を変えながら
試算を繰り返して決定した。 n の試算には新雪の
密度 13）を参考とした。決定された  n と d を用い
2003～2012年の 9シーズンの積雪深を計算し，実
測値と比較することにより，積雪深の再現性を検証
した。

検証は平均相対誤差（日相対誤差の平均値）を用
いて行った。一般的に相対誤差は，計算値と実測値
の差の絶対値（分子）を実測値（分母）で割って求
められるが，少雪期には計算値＞0でも実測値＝0
となる場合が想定される。このことから，今回は実
測値が 0でも分母が 0にならないよう，分母は計算
値と実測値の平均値とした。
表３に 10シーズンにおける平均相対誤差を示す。

その値は，パラメータを決定した 2002～2003年は
11.9である。2006～2007年と 2008～2009年は 19％

台の値で他に比べて大きい誤差であるが，10シー
ズンを通して平均値で見れば 11％ 程度で，パラ
メータ決定時とほぼ同じレベルの誤差であり，積雪
水量の計算値から換算された積雪深は所要の精度で
再現されていると判断された。解析期間中における
積雪深の計算結果を図９に示す。

４． 解析結果

前述３で示した菅原のタンクモデル 2）をもとにし
て構築されたモデルを用いて，日野川流域における
1961年 10月～2014年 9月の 53ヵ年における日毎
の積雪水量を推定した。計算は流域を標高別に，標
高 地 帯 No.1，（EL.29～454 m），標 高 地 帯 No.2
（EL.454～879 m），標高地帯 No.3（EL.879～1,304
m），標高地帯 No.4（EL.1,304～1,729 m）の 4つに
分けて（表２），各標高地帯別に積雪水量の計算を
行った。計算の刻みは 1日（日計算）である。その
計算結果について以下に述べる。

４．１ 積雪に関する諸定義
図１０は，積雪に関する諸定義を整理して示した

ものである。
その年の最初に積雪が存在した日が積雪初日で，

最後に存在した日が積雪終日（消雪日）である。積
雪初日から積雪終日の間を積雪期間という。積雪期
間の内，積雪が 30日以上連続している期間が根雪
期間である。ただし 5日以内の無雪期間を挟んで

表３ 積雪深計算値の平均日相対誤差

図９ アメダス大山における積雪深の比較
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10日以上の連続した積雪は，根雪期間に含め
る 14），15）。

積雪期間中の積雪深の最大値を最大積雪深と呼
び， 積雪水量の最大値を最大積雪水量と呼ぶ 14），15）。
積雪水量とは雪を融かしたときの水量を水深に換算
した値である。なお最大積雪深と最大積雪水量が発
生する時期は必ずしも一致しない。

４．２ 各標高地帯における期別積雪水量
図１１は，標高地帯別に計算で求めた期別の積雪

水量のうち，解析期間の過去 53ヵ年における代表
的な年について示したものである。a）は解析期間中
で最も多雪であった 1962～1963年の積雪水量の推

移を示しており，b）は最も少雪であった 2009～
2010年の推移を，c）は平年値における推移を，d）
は最近年である 2013～2014年の推移を示している。
a）の 1962～1963年は，全国的に記録的な積雪の

あった 38豪雪（昭和 38年 1月，「サンパチ豪雪」）
の年として有名である。高標高の標高地帯 No.4の
最大積雪水量は 2,000 mm近くに，低標高の標高地
帯 No.1でも約 500 mmに達している。雪の密度を
0.3 mg・mm－3 として概算で積雪深に換算すると標高
地帯 No.4が 6 m以上，標高地帯 No.1でも 1 m以上
に及んでいたことになる。
b）はピーク時の流域平均積雪水量が最も少なかっ

た年の計算結果を示している。最大積雪水量は，標
高地帯 No.3でも a）の 1962～1963年の標高地帯
No.1より少ない。また低標高の標高地帯 No.1で
は，根雪も生じていない
c）の平年値は，過去 30間の平均値で，現在気象

庁で用いられているのと同じ期間 （1981～2010年）
における計算結果の平均値をとったものである。
d）は最近年の計算結果であるが，この年は関東地

方や甲府市などで記録的な積雪のあった年でもあ
る。一方日野川流域では，平年値よりわずかに多い
程度の積雪であった。低標高の標高地帯 No.1では，
根雪が生じていない。

図１０ 最大積雪水量・根雪期間・消雪日の定義１４），１５）

図１１ 期別・標高地帯別積雪水量の計算結果
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４．３ 各標高地帯における積雪水量の経年変化
４．３．１ 最大積雪水量の経年変化
図１２は，計算で標高地帯別に求められた各年に

おける最大積雪水量を時系列で整理して示したもの
である。横軸の「年」の表示方法で，例えば「1962」
は「1961（秋）～1962（春）」を意味する（以下他
の図でも同様に表記）。図には 5年移動平均と回帰
曲線を併記している。最大積雪水量の値は毎年バラ
ついているが，いずれの標高地帯でも，減少傾向を
示している。
４．３．２ 根雪期間の経年変化
図１３は，計算で標高地帯別に求められた各年に

おける根雪期間を時系列で整理して示したものであ
る。図には 5年移動平均と回帰曲線を併記してい
る。根雪期間の日数は毎年バラついているが，いず
れの標高地帯でも，減少傾向を示している。

高標高の標高地帯 No.4と標高地帯 No.3ではすべ
ての年で根雪が生じているが，下層の標高地帯
No.2で は，1973年，1989年，1993年，1998年，
2007年の 5ヵ年で根雪が生じていない。標高地帯

No.1では，解析期間 53ヵ年のうち，根雪があった
のは 15ヵ年であり比率では 28％ である。72％ の
年で根雪は生じていない。
４．３．３ 消雪日の経年変化
図１４は，計算で標高地帯別に求められた各年に

おける消雪日を時系列で整理して示したものである。
消雪日（グラフの縦軸）は，11月 1日から消雪

日までの経過日数で表示している。標高地帯 No.4
と標高地帯 No.3では，消雪日は，ほとんどの年で
根雪の終わりの日と一致していた。標高地帯 No.2
も根雪のなかった年を除き同様であった。根雪のな
かった年については，積雪が 10日以上連続した最
後の期間における積雪の最終日を消雪日として表示
している。

標高地帯 No.1については，根雪のなかった年が
72％ あり，それらの年では，積雪のあった連続日
数が短く，短い連続日数で期間中分散して分布して
おり，消雪日が判然としないので図１４では省略した。
図１４には 5年移動平均と回帰曲線を併記してい

るが，No.2，No.3，No.4の 3つのいずれの標高地図１２ 最大積雪水量の推移（１９６１．１１～２０１４．６，計算値）

図１３ 根雪期間の推移
（１９６１．１１～２０１４．６，計算値）
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帯でも，消雪日は早くなる傾向が示されている。標
高地帯 No.4について見てみると，1960年代には 5
月下旬～6月上旬（おおむね 210日）が消雪日の年
もあったが，1990年代の終わり頃からは，5月上旬
（180～190日）が消雪日となるような年の出現頻
度が増えている。

５． おわりに

昨今気候の温暖化が叫ばれている。温暖化にとも
なう積雪の減少は，水資源や流域の自然環境，地域
経済などに何らかの影響を与える。中国地方は全国
の豪雪地帯を有する地域の中でも，最も南に位置し
た暖地である。このため温暖化の進行により，積雪
量が敏感に影響を受けることが懸念される。

今回の検討では，鳥取県の日野川流域を事例とし
て，過 去 53ヵ 年（1961年 10月～2014年 9月）に
おける積雪の経年変化について推定を試みた。解析
は，菅原のタンクモデルをもとにして構築された積
雪・融雪モデルを用いて，流域を標高別に，標高地
帯 No.1，（EL.29～454 m），標高地帯 No.2（EL.454～
879 m），標高地帯 No.3（EL.879～1,304 m），標高地
帯 No.4（EL.1,304～1,729 m）の 4つに分け，各標
高地帯別に積雪水量を日単位で算定した。

計算結果から，過去 53ヵ年における毎年の最大
積雪水量，根雪期間，消雪日を求めたが，いずれの
標高地帯でも，最大積雪水量は減少傾向で，根雪期
間は短期化する傾向にあり，消雪日は早まってきて
いることが示された。

雪は水資源のためにはプラスであるが，道路や住
宅の除雪や排雪などの面ではマイナスである。雪が
地域の生活に及ぼす影響は多面的である。雪による
影響のプラス面を活かし，マイナス面を克服するの
は，社会資本整備における役割の一つでもある。仮
に今後も少雪化が進むならば，将来の社会資本整備
や諸制度のあり方を検討する際には，少雪化を考慮
した新たな視点や手法の検討が求められるかもしれ
ない。

なお，今回の検討は，過去から現在までに生じた
温暖化で，積雪がどのように変化してきたのか，そ
の状況について推定を試みたものであり，将来に向
けた気候温暖化や，それにともなう少雪化を予測し
たものではないことを再度付記しておく。
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概要

平成 23年 3月 11日に発生した「東日本大震災」
から 4年が経過した。震災復興工事は着実に進んで
はいるものの，資材価格や人手不足による労務費の
高騰が要因と考えられる入札の不落不調が続くな
ど，暫くは厳しい状況が続くものと予想される。

建設資材の総合的な価格動向を建設資材物価指
数 1）（一般財団法人建設物価調査会（以下当会）調
べ）でみると，震災前の平成 22年度平均と 27年 8
月との比較では，建設総合で全国平均＋6.9，東京
＋6.8，仙台＋14.4となっており，建築部門では全
国平均＋6.4，東京＋6.8，仙台＋10.1，さらに土木
部門では全国平均＋7.8，東京＋6.7，仙台＋20.1と
なり，全国的に土木部門が指数を押し上げているこ
とと，仙台での建築・土木部門の建設資材価格の上
昇が突出していることが分かる。当会では，震災直
後に災害復旧資材情報室を設置し，震災による建設
資材価格の動向を注視してきたところであるが，改
めて月刊「建設物価」及び「Web建設物価」で発
表した調査結果を 20年ほど前まで振り返り解説し
たい。

１． はじめに

東日本大震災が発生した以降，災害復旧工事に代
わり災害復興工事の発注が進む中で，東北以外の地
域においても防災・減災工事が進められている。ま
た，最近では東京オリンピック関連工事やリニア新
幹線工事も注目を浴びているところである。建設業
の長い冬の時代が終焉を迎えつつも，東北地方の復
興に向けて業界全体で社会資本整備に邁進していか
なければならない。

一方，災害復興工事や防災・減災工事，一般土木
工事の入札では不落不調が生じるなどの問題が大き
く取り上げられ，その要因には建設資材価格や労務
費の高騰が背景にあるのではないかとの声がある。

最近では，新国立競技場の建設費高騰がデザインど
おりの建設の是非を巡り社会問題になっていること
ころである。これらのことから，当会には新聞社や
放送局などのマスコミ各社から，建設資材価格や労
務費の動向について問い合わせを受けているところ
であり，その関心の高さに驚いているところである。

建設資材価格や工事費の高騰は，今年度に入り沈
静化しつつあるが，依然，高水準で推移している。

本稿では，震災以前・以降の主な建設資材価格・
工事費の価格形成の要因分析を行ったのでその結果
を報告する。

２． 異形棒鋼

異形棒鋼は，26年秋口以降のマンション等の需
要増が期待できないことを受け，SD295A・D16で
27年 8月は 1トン当たり東京，仙台共に 59,000円
と前月と変わらなかった。

これは，東京を中心とする大都市圏のマンション
建設需要が伸び悩んだことに加え，急ぎの案件が少
ないことにより，需要家は当用買いの姿勢を崩して
いないことが在庫増になった理由と言える。また異
形棒鋼の最大の需要国であった中国国内の建設需給
環境が悪化し，原材料である鉄くずの在庫が増加し
たことで鉄くずの国際相場が下落。さらに円安傾向
が拍車を掛けたこともあり，国内輸入価格が下落し
たことから国内での取引価格が低水準になったこと
も要因である。

ただし，被災 3県の異形棒鋼需要は，災害復興工
事やマンション等の住宅建設向け需要は堅調に推移
していることもあり，先行き減少傾向に振れること
は考えにくい。

メーカー各社は，電力料金などの製造コストが高
止まり傾向にあることや，需要に見合った生産体制
で価格重視の販売姿勢を堅持する構えを見せてい
る。また需要家は，スクラップ価格に対して製品価
格が割高だとして値引き要求を強めてはいるもの

調査研究報告

被災 3県の建設資材価格・工事費の動向
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の，メーカーの販売姿勢から流通筋での口銭を削る
販売競争の拡大は沈静化するとみられている。しか
し，スクラップ価格が 27年 8月で一段安になった
ことと，メーカーの夏期減産など先行き不透明感が
あるものの，目先，弱含み横ばいで推移する公算が
大きい。
「異形棒鋼 20年間の価格推移 仙台」（図―１）を

みると，平成 16年と平成 20年に鉄くず価格が上伸
すると異形棒鋼の価格が値上がり，逆に平成 21年
に鉄くず価格が下落すると異形棒鋼の価格が値下が
ることがよく分かる。

また，平成 7年阪神淡路大震災時では，市況変動
はあまりないことが見てとれる。しかし，今回の震
災では阪神大震災時と比較すると価格の上下動が大
きく，これが震災復興工事需要の影響であるかは，
我々もつかみきれていないのが現状である。今後も
震災需要やアベノミクス効果による需要などを踏ま
え，東京オリンピック関連施設工事やリニヤ新幹線
工事等需要を含め，今後の価格動向を注意深く見
守っていきたい。

３． 普通ポルトランドセメント

国内のセメント販売量 2）は，平成 27年 5月期で
326万 3千トンで前年同月比 10.3％ の減少で 8ヶ月
連続で前年を下回っている推移している。生産量
は，506万 1千トンと同 0.5％ の増加であり，国内販
売量の減少を輸出でカバーしていることが分かる。

また東北 6県では，35万 6千トンで同 0.2％ の減
少となっているが，震災前の平成 23年 2月期で 23
万 2千トン，3月期で 13万 9千トンと比較すると
高水準で推移している。特に被災 3県では，23年 2
月期は岩手県 3万 5千トン，宮城県 5万 6千トン，

福島県 5万 4千トンであったのに対し，27年 5月
期では，岩手県 7万 2千トン，宮城県 10万 9千ト
ン，福島県 9万 2千トンと倍増しており，震災後 4
年を経過しても震災後の復興工事需要が出荷量に大
きく影響していることが分かる。

セメント価格の 27年 8月は，1トン当たり東京
10,500円，仙台 11,100円と前月比で変わらずで比
較的安定している。

仙台のメーカー各社は，震災後の輸送コスト上昇
と生産設備の維持更新費用の確保等を理由に，
1,000円の値上げを打ち出したものの，需要家側の
反発が強く値上げは浸透していない。

しかし，復興工事需要の急増やレディーミクスト
コンクリート（生コン）価格の上伸を背景に，昨年
4月からの値上げが浸透してきており，メーカー各
社はさらに上積み交渉を継続していく姿勢である。

一方，大口需要家である生コンメーカーは，燃料
等の高騰やアジテータ車運転手の増員確保など，需
要に見合った輸送体制を維持するための輸送コスト
高を背景に，難色を示している。
「普通ポルトランドセメント 20年間の推移 仙

台」（図―２）をみると，ほぼ 20年前の価格水準に戻っ
てきている。平成 9年には生コンクリート協同組合
（生コン協組）員外社の増加で生コン市況が下落
（図―３）すると，それに併せるようにセメント市況
が値下がり傾向になることが分かる。

しかし，リーマンショック以降，石炭の値上げを
背景にセメント価格が上伸すると，併せて生コン価
格が値上がっていることが分かる。また，東日本大
震災以降は復旧，復興工事需要が増加し，生コン協
組の値上げが浸透するのに追随して，セメント価格
が徐々に上伸する傾向になった。

今後，仙台地区の生コン需要は現行の水準を維持

図―１ 異形棒鋼２０年間の価格推移 仙台
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するとみられ，生コン価格がこのままの水準を維持
すれば，セメント価格も横ばいで推移すると考えら
れる。

４． レディーミクストコンクリート

仙台地区の生コン需要は，災害復興工事や防災・
減災工事等の災害公営住宅建設，防潮堤，下水処理
場や現在急ピッチで工事が進められている三陸縦貫
自動車道など需要が旺盛で，出荷量はセメントの販
売量から見ても高水準で推移している。

生コン価格の 27年 8月は，18―18―20で 1 m3 当
たり仙台 13,700円と前月比変わらず。

生コン協組では，セメントや燃料油の値上がりに
よる製造・輸送コストが上昇するなか，現行価格維
持の姿勢を崩していない。需要家は，人手不足を少
しでも解消するため，鉄筋工や型枠工の工程管理を
徹底していることを受けて，流通各社も需要家の工
程の進捗に合わせて，確実な納入を優先した販売体
制を整えている。そのため需要と供給の関係は堅持
されいることから，価格は安定している。
「レディーミクストコンクリート 20年間の価格推

移 仙台」（図―３）をみると，平成 6年のバブル経
済崩壊以降に右肩下がりで推移し，平成 16年には
18―18―20で 1 m3 当たり 6,550円まで下落した。こ

の価格水準は月刊「建設物価」掲載都市 336地区の
最安値であった。

しかし，東日本大震災以降の復旧工事，復興工事
需要が増加すると，生コン協組は販売体制の立て直
しなどを図り，販売価格の改善に取り組み，13,700
円まで回復してきた。この水準は，全国的に見ても
高値の水準と言える。

先行き，需要家と供給業者の関係が強固なことも
あり，横ばいで推移する公算が大きい。

５． 燃料油（軽油ローリー価格）

燃料油の 27年 8月は，軽油ローリー（大型ロー
リー車持込）で 1リットル当たり，東京 94円 50銭
と前月比 2円 50銭で 3ヶ月連続上伸，仙台 95円と
同 1円で上伸に転じた。

これは中国，欧州などの景気が減速してきている
ことを背景に，燃料油の需給が世界的に緩和してき
ているなかで，石油輸出機構（OPEC）が総会で，
加盟国がシェア拡大のため，目標を上回る原油を供
給していることを黙認したことが挙げられる。その
ため，原油価格の低価格化が長期化することも考え
られる。また，ロシアなどの非加盟国の増産も火種
となっている。

一方，米国のシェールオイルは，増産したことに

図―２ 普通ポルトランドセメント２０年間の推移 仙台

図―３ レディーミクストコンクリート２０年間の価格推移 仙台
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よる採算悪化から減産体制を執っているが，今後の
原油価格次第では増産も考えられる。

そのため原油先物相場は，ニューヨーク・マーカ
ンタイル取引所，WTIでも今年初頭から 1バレル
当たり 50ドル～60ドルで価格が安定しないなど，
先行きの不透明感が払拭できない。そのため原油取
引価格が強含みに転じることは考えにくく，暫くは
同値圏内で推移する公算が大きい。
「燃料油（軽油）20年間の価格推移 仙台」（図―
４）を基に仙台地区の軽油価格の 20年を振り返って
みると，平成 17年に米国を襲ったハリケーン・カ
トリーナによる油田の大災害から現在までに数多く
の社会問題が重なり，さらに燃料油そのものが投資
によるマネーゲームに利用されるなどして，価格が
乱高下していることがよく分かる。

また平成 23年の東日本大震災では，販売店など
の被災状況などの確認のため，一時期，軽油価格の
調査が不能になったことにより，グラフが途切れて
いる。

今後，軽油価格の不安定傾向がいつまで続くか不
透明感はあるが，細心の注意を払って見守っていき
たい。

６． 鉄筋工（土木及び建築鉄筋工・手間のみ）

宮城県地区の土木鉄筋工（一般構造物，手間のみ）
は，東日本大震災以降の沿岸部での災害復旧，復興
工事を中心とする高水準の需要を背景に，27年 7
月で 1トン当たり 68,000円と，前期（平成 27年 4
月）と変わらずであるが，平成 24年春から前月期
まで 13期連続の上伸であることから，依然と高水
準を維持している。

また東北の他県では，岩手県，福島県が 68,000

円，青森県，秋田県，山形県が 64,000円となり，
東京都は 64,000円であることを踏まえれば，被災 3
県が他県に比較し高値になっていることが分かる。

一方，建築鉄筋工（RCラーメン構造 階高 3.5
～4.0 m 手間のみ）では，1トン当たり 66,000円
と前期（平成 27年 4月）と変わらず。建築鉄筋工
は，平成 23年秋から前期まで 15期連続の上伸と
なっている。

東北の他県の県庁所在地では，青森，秋田，山形
が 56,000円，盛岡が 63,000円，福島が 61,000円と
なり，東京が 57,000円であることから，土木鉄筋
工と同様に被災 3県が突出していることが分かる。

土木または建築の専門工事業者は，労務需給の
ひっ迫を背景に値上げ交渉を継続しており，今後も
選別受注を続けていく意向である。

一方，総合工事業者は長引く上伸局面に難色を示
しつつも，震災復興工事や防災・減災工事等の工期
を予定どおりに進捗する姿勢のため，労務手配を最
優先事項として値上げを飲んでいる状況にある。被
災 3県では，鉄筋工のみならず他の工種の職人不足
が否めず，価格交渉を長引かせると工程の段取りな
どが円滑に進めることが出来ないため，現場に混乱
を招く恐れがあることが値上げを飲む理由となって
いる。
「土木鉄筋工（一般構造物，手間のみ）20年間の

価格推移 宮城」（図―５）と「建築鉄筋工（RCラー
メン構造，手間のみ）20年間の価格推移 仙台」
（図―６）をみると，景気後退局面になると価格が値
下がっていく傾向が分かる。特にリーマンショック
や政権交代以降に土木及び建築共に底値になってい
る。前政権下での公共事業抑制策で，職人の高齢化
による引退や転職が相次いだのと専門工事業の廃業
などの煽りを受けたことが要因と考えられる。

図―４ 燃料油（軽油）２０年間の価格推移 仙台
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しかし，現在では需要が高まり全般的に鉄筋工事
の受け手がいない状況になっている。鉄筋工事は，
土木構造物と建築構造物では，工事に携わる専門工
事業者は異なるものの，今後，東京オリンピック関
連施設工事やリニア新幹線工事の需要が見込まれて
おり，多くの職人が東北の震災復旧復興工事から関
東方面へ流れてしまうとのではないか，との懸念の
声が上がっている。

これらのことから，総合工事業者と専門工事業者
との契約状況と人材確保の動きを注視していきた
い。先行き，強含みで推移する公算が大きいと考え
られる。

７． 型枠工

型枠工では，土木工事の型枠工の積算は，土木工
事標準積算基準で算出することになる。そのためこ
こでは，建築構造物を例に解説する。また，実際の
土木工事の現場での型枠工事業者との契約は，市場
での取引価格が基本になるため建築型枠工の価格を
参考にされたい。

仙台の型枠工普通合板型枠ラーメン構造地上軸部
階 高 3.5～4.0 mで は，27年 7月 で 1 m2 当 た り
6,300円で前期（平成 27年 4月）と 3期変わらず。
平成 23年秋から平成 27年 1月まで 15期連続の上

伸と直近の 3期連続で変わらずで推移したことか
ら，高止まり状態が依然として続いている。

また東北の他県の県庁所在地では，青森 4,400円，
盛岡 5,700円，秋田 5,100円，山形 5,100円，福島
5,650円となり仙台が突出していることと，東京が
5,400円であるため被災 3県が大都市圏より高水準
にあることが分かる。

現在，型枠の専門工事業者には，施工能力以上の
引き合いが寄せられているなか，総合工事業者に対
して契約単価の引き上げを要請している。一方，総
合工事業者は，鉄筋工と同様に価格よりも労務確保
を優先させて工期を厳守していることから値上げ要
請を飲んでいることが，価格が高水準である要因と
なっている。
「型枠工 ラーメン構造 20年間の価格推移 仙

台」（図―７）をみると東日本大震災発生時点が，1
m2 当たり 2,650円で底値になっている。公共工事
の抑制策や民間設備投資の減退が大きな要因といえ
た。現在は，災害復興工事，防災・減災工事や復興
住宅の建設が本格化してきていることから，専門工
事業者では職人の確保に努めているところである。

一方では，鉄筋工と同様に今後の関東方面での大
型プロジェクトへの職人の流出を心配する向きもあ
る。今後，これらのことに注視する必要があり，ま
た被災 3県での復興工事等の需要が旺盛になれば，

図―５ 土木鉄筋工 一般構造物２０年間の価格推移 宮城

図―６ 建築鉄筋工 RCラーメン構造２０年間の価格推移 仙台
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職人不足がさらに深刻化する恐れがある。
これらのことから，先行き，強含み基調が続く見

通しである。

８． おわりに

本稿では，被災 3県の建設資材価格・工事費の動
向について報告した。

筆者も実際に東北地区での調査活動のなかで被災
地にも足を運んでいるが，津波の威力というものを
痛感している。その破壊力は想像を絶するものであ
り，特に南三陸町防災庁舎跡（写真）は津波の高さ
を実感せざるを得ない。また，当地区は，志津川湾
の入り江が陸に向かって狭まる地理的条件が重な
り，津波の力が増大したために甚大な被害が生じ
た。特に，洗掘による地盤の損傷状況が著しい。

このような厳しい状況のなかでも被災された方
は，力強く，たくましく，明るく，生き抜いている
姿に感嘆する次第である。

また被災地は，災害廃棄物が行政，地元業者，住
民，ボランティアの手によって撤去され，そこには
荒涼とした大地が広がっている。ここにかつての活
力を取り戻すための社会資本を整備するのは，我々
建設関連に就業する者としての社会的責務であり，
その責任は極めて重い。

本稿は，プレストレストコンクリート 3）（プレス
トレストコンクリート工学会発行）2015. Vol. 57 No.
2に掲載した内容をさらに調査を進め，加筆したも
のである。

参考資料
1）一般財団法人建設物価調査会発行：月刊建設物価 2015

年 8月号
2）一般社団法人セメント協会：統計・データベース

http:／／www.jcassoc.or.jp／
3）公益社団法人プレストレストコンクリート工学会：学

術刊行物「プレストレストコンクリート」（2015. Vol.
57 No. 2）

図―７ 型枠工 ラーメン構造２０年間の価格推移 仙台

写真 南三陸町防災対策庁舎
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１． はじめに

建設物価調査会では，建築工事の積算及びコスト
プランニングにお役立ていただくために，実際に施
工された建築物をモデルとした「見積り実例による
建築工事のコストプランニングデータ」（以下「コ
スト資料」という）を季刊「建築コスト情報」で提
供しております。

これらのデータは，建築プロジェクトの企画構想
段階など，具体的な設計図の存在しない段階での概
算から具体的な設計段階におけるコストウエイト
チェックなど適正な工事金額を算出する基礎資料と
して活用いただいている。

２． 総研レポートへの掲載目的

「コスト資料」は，現在の形になってから 20年以
上を経過しており，掲載にあたっては件名ごとの個
別性がわかるように，その都度工夫しているところ
である。本稿はそれらの内容を含めて総研レポート
へ掲載し紹介するものである。

今回は，平成 27年 1月と 7月に掲載した「総合
保育施設」，「店舗付集合住宅」の新築案件（建築コ
スト情報 2015・7月資料）を掲載する。

今後の研究課題としては，設備科目単価の科目区
分の再検討，「店舗付集合住宅」のような複合建物
の場合の内部仕上の表示方法について検討してお
り，今後成果を報告できるものと考えている。

３． コスト資料の内容

１）共通事項
「コスト資料」の基となる「見積り実例」の金額

は，建設地は東京 17区内（建設物価：生コンの都
市情報参照）として，建築コスト情報発刊時期の 3
カ月前の単価及び金額により作成し，掲載後は部分
別科目金額を建設物価建築費指数により四半期ごと

に時点補正を行い，コストプランニングデータとし
て提供している。
「コスト資料」の提供は，添付している部位別科

目単価表の〈資料―1〉部分別科目単価を基本とし〈資
料―2〉設備科目単価，〈資料―3〉仮設中科目単価，〈資
料―4〉躯体小科目単価で内容を補足している。
〈資料―1〉部分別科目単価は，内訳書金額の延床

面積当たり金額，各科目の構成割合，代表数量単位
当たり金額，各科目の代表数量を提供し，これによ
り類似案件等へ対応可能な資料となっている。

以下に案件の数値を「総合保育施設」，「店舗付集
合住宅」の順に比較しながら「コスト資料」の内容
について紹介する。

２）共通仮設及び直接仮設
共通仮設及び直接仮設については，〈資料―1〉部

分別科目単価に延床面積当たり金額と科目の構成割
合があり，共通仮設の延 m2 当たり金額は 16,551
円／延 m2（構成割合 5.4％）と 11,886円／延 m2（5.9
％），直 接 仮 設 は 8,846円／延 m2（2.9％）と 5,145
円／延 m2（2.6％）と「総合保育施設」が延 m2 当た
り金額が大きいが〈資料―3〉仮設中科目単価の内容
では，機械器具が 1,865円／延 m2（構成割合 0.6％）
と 3,086円／延 m2（1.5％），足 場 は 5,988円／延 m2

（2.0％）と 2,108円／延 m2（1.0％）と延面積当た
り金額と構成比に大きな違いを示している。

共通仮設の機械器具は，ラフテレーンクレーン
16 tとタワークレーン 22 t・m（1.0 t×22 m），ラフ
テレーンクレーン 35 tを使用している違いによる
ものである。

直接仮設の足場については，工期から考えると工
期／建 築 延 面 積 は 17カ 月／2,340.48 m2→0.007月／
延 m2 と 14カ月／4,119.73 m2→0.003月／延 m2 となっ
ている。

また，外部足場面積／建築延面積は 1,834 m2／
2,340.48 m2→0.78 m2／延 m2 と 2,300 m2／4,119.73 m2→
0.56 m2／延 m2 となっており，中科目単価の機械器

インフォメーション

建築工事のコストプランニングデータについて
技術研究部 顧問 田中 求
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具や足場の金額は機械器具や工期，足場面積に関係
していることがわかる。

共通仮設及び直接仮設の機械器具と足場について
は，「見積り実例」により〈資料―3〉仮設中科目単
価の内容を十分理解し，感覚的に理解しておくこと
で積上げの概算額として利用することもできる。

３）土 工
土工の代表数量は，根切り数量で 1.29 m3／延 m2

と 0.45 m3／延 m2 で大きく異なっているようである
が，延床面積当たり数量であることを考慮する必要
がある。

根切りは，どちらもつぼ掘・布堀で根切り最大深
さは H＝2.5 mであるが，平均根切り深さ（根切り
体積／建築面積）は，H＝2.0 mと H＝1.7 mと多少
異なっており「総合保育施設」H＝2.0 mの方が建
築面積の約 50％ が地下ピットとなっている影響が
表れている。

総掘りになれば根切り最大深さと平均根切り深さ
は一致するが，根切り範囲が建築面積に割増しが必
要なのはご存じのとおりである。

４）地 業
地業の杭工法と杭長さは，建設場所及び上部階の

状況により異なり「見積り実例」を参考に設計の条
件（杭長さ，工法等）が明確になるにしたがい十分
な検討が必要である。

今回は，既成コンクリート杭 600～1,000 L＝
10 mのプレボーリング拡大根固め工法と場所打ち
コンクリート杭で 1,300～2,300 L＝6 mの深礎工
法である。

５）躯 体
今回の案件の躯体の概要は表―１，表―４の通りで

ある。
・基礎躯体及び上部躯体

躯体関係には，〈資料―4〉躯体小科目単価にある
ように工種別内訳書による鉄筋，コンクリート，型
枠と既成コンクリートが躯体に使用された場合の金
額が含まれる。

基礎躯体の代表数量は，基礎躯体のコンクリート
量 で 0.42 m3／延 m2 と 0.15 m3／延 べ m2 で 大 き く 異

なっているようであるが，土工と同じように延床面
積当たり数量であることを考慮する必要がある。

各階の延床面積が同様であれば基礎躯体数量の延
面積当たり数量の予想は，階数の同様なものの収集
資料でよいが，「店舗付集合住宅」表―４のように各
階面積が異なる場合（延床面積／建築面積→3.9）よ
り 4階建ての延床面積当たり基礎躯体数量と考える
ことが必要である。

上部躯体の代表数量は上部躯体のコンクリート量
で 0.64 m3／延 m2 と 0.54 m3／延 m2 である。

上部躯体は，各階上部のスラブコンクリート量は
延面積に対して同じようであるが，最下階床を上部
躯体に含むため，基礎躯体と同じように階数等の影
響をうけるほか，躯体形状（延面積当たり躯体壁長
さ等），階高による影響を受けるので注意が必要で
あり，代表数量／延 m2 についてはこれらの条件の
同じような案件から収集する必要がある。

６）外部仕上
外部仕上は表―２，表―５のとおりである。
外部仕上の代表数量は，外部の屋根，外壁，外部

開口部，外部天井のそれぞれの面積とそれら全体を
集計した外部仕上全面積である。

外部仕上面積（外壁仕上全面積／延床面積）は，
1.69 m2／延 m2 と 0.78 m2／延 m2 である。この面積の
違いは，平面形状（延面積当たり外壁長さ等）と階
高による違いにより異なるためコストデータを正確
につかむためには，平面図及び立面図等の立案時に
も外部仕上面積の概数面積によるチェックが必要で
ある。

外部全仕上金額（外部仕上金額／延面積）は，
44,227円／延 m2 と 25,770円／延 m2 となっている。

外壁の仕上は，防水形複層仕上塗材及び外壁天然
木，外壁ルーバー等と二丁掛タイルとなっており，
外壁面積当たり金額は 9,729円／仕上 m2 と 16,045
円／仕上 m2 であり「店舗付集合住宅」の金額が大
きいが，延床面積当たり金額は，外部仕上面積（外
壁仕上全面積／延床面積）の面積の影響をうけるこ
とを十分に理解しておく必要がある。

また，「総合保育施設」の外部全仕上金額に大き
く影響を与えているのは，外部雑のウッドデッキ及
び安全のための手すり等の設置が影響を与えている。
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７）内部仕上
内部仕上は表―３，６のとおりである。
内部仕上の代表数量は，内部の床，内壁，内部開

口部×2，内部天井のそれぞれの面積とそれら全体
を集計した内部仕上全面積である。

内部仕上の内部仕上面積（内部全仕上面積／延床
面積）は 3.98 m2／延 m2 と 5.06 m2／延 m2 であり，内
部仕上金額（内部仕上金額／延面積）は 61,248円／
延 m2 と 33,233円／延 m2 である。

内部仕上の仕上面積はそれぞれの部屋形状と天井
高さ等による面積と内部の仕上金額はそれぞれの仕
上内容による金額結果であるが，「店舗付集合住宅」
の店舗部の床はコンクリート直均し，壁はコンク
リート打放しのままであり，店舗の内装をテナント
により行なっている影響があり，内部仕上金額（円／
延 m2）は，集合住宅部のみの場合より小さくなっ
ていると考えられる。

また，「総合保育施設」の内部雑は，記載のとお
り本棚等家具類が大きな金額を示している。

８）設 備
設備関係については，〈資料―2〉設備科目単価に

より設備関係の建築延面積当たり金額，設備科目割
合が示されており，電話（電話を含む）と電話配管
（電話配管のみ）の使い分けや都市ガスとプロパン
ガスの使い分けなど科目名称により内容を読み取れ
るようになっている。

また，その他では「総合保育施設」のように床暖
房設備，厨房設備のような建物の特殊設備について
は，具体的に明記して内容が明確になるようにして
いる。

９）その他設備
その他設備では，それぞれの施設ごとの付随した

特殊設備が示されている。
「総合保育施設」には，太陽光発電が「店舗付集

合住宅」には，機械駐車設備がある。

４． おわりに

建築コスト情報では，現在 21事例の病院，ホテ
ル，事務所，集合住宅などの「コスト資料」の掲載
をおこなっています。

最近では，建物規模が大規模になり「見積り実例」
を見て「コスト資料」の内容を理解するというより
も「コスト資料」を見ればその建物に特有のものが
理解できるようにすることが必要であると考え解説
的な資料を提供しました。

今後の「コスト資料」の研究課題としては，掲載
目的でも述べておりますが〈資料―2〉設備科目単価
の科目区分の再検討，特に弱電の内容が最近複雑化
しており整理が必要なことと「店舗付集合住宅」の
ような複合建物の場合の内部仕上の区分方法につい
て検討することにしております。
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4）設計概要
総合保育施設概要

店舗付集合住宅概要

表―１ 建物概要（RC造）

表―２ 外部仕上

表―３ 内部仕上

表―４ 建物概要（RC造）

表―５ 外部仕上

表―６ 内部仕上
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42 総合保育施設
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36 店舗付集合住宅
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